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○審査事件等 

審 査 事 件 等 所 管 課 

議案第１２３号 決算の認定について（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 消 防 総 務 課 

警 防 課 

予 防 課 
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入歳出決算） 

議案第１２５号 決算の認定について（令和元年度薩摩川内市温泉給湯事業特別会計歳

入歳出決算） 
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議案第１２３号 決算の認定について（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 
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歳出決算） 
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△開  会  

○委員長（中島由美子）ただいまから生活福

祉委員会を開会いたします。 

 まず、審査日程についてお諮りします。 

 本委員会は、本日から２日間にわたり審査を行

いますが、お手元に配付しております審査日程に

より、審査を進めることとし、本日は、可能な限

り審査を進めていきたいと思いますが、御異議あ

りませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。 

 よって、そのように審査を進めます。 

 ここで、本日からの審査に当たって、留意事項

を申し上げます。 

 まず、審査は、決算認定議案のみを行い、所管

事務調査は行いませんので、質疑をされる場合は、

決算と関連したものとなるよう御留意ください。 

 また、各課の審査の冒頭に、部長等から決算の

概要として、主要施策の成果の概要説明を受けた

後、課長等から決算内容の説明を受けることとし

ておりますので、よろしくお願いします。 

 ここで、傍聴の取扱いについて、申し上げます。 

 現在のところ、傍聴の申出はありませんが、会

議の途中で傍聴の申出がある場合は委員長におい

て、随時、許可します。 

────────────── 

△消防総務課の審査 

○委員長（中島由美子）それでは、消防総務

課の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第１２３号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出

決算） 

○委員長（中島由美子）議案第１２３号決算

の認定について（令和元年度薩摩川内市一般会計

歳入歳出決算）を議題といたします。 

 初めに、決算の概要について、局長の説明を求

めます。 

○消防局長（中村 真）それでは、消防局全

体の主要施策の成果について、概要等御説明申し

上げますので、決算附属書の１４８ページをお開

きいただきたいと存じます。 

 初めに、予算の執行状況でございます。令和元

年 度 の 消 防 局 所 管 の 予 算 現 額 は １ ６ 億

８,６６７万４,０００円で、決算額は１６億

４,７６８万６,９０１円でございまして、執行率

は９７.７％でございます。 

 主要施策のうち、１の常備消防体制の強化につ

きましては、火災予防、消防及び救急救助体制の

充実強化を図るため、車両等の資機材の更新整備

を行うほか、職員の資質の向上のための各種研修

への派遣、防災研修センターの利用促進により、

防災意識の啓発を図ったところでございます。 

 重点施策として、高規格救急車等の購入、高度

救急シミュレーターの購入、南部分署に、救急消

毒室の新築等を実施したところございます。 

 次に、中ほど右側の小さい表になります。火災

救急救助発生件数でありますが、火災は４１件で、

前年より６件の増、救急は４ ,４３５件で

１０５件の増、救助件数は６２件で１８件の増と

なっております。 

 次の表の消防職員の研修派遣人数でございます

が、人数については表のとおりであり、消防大学

校主催の特別講習や県消防学校等へ派遣したとこ

ろでございます。 

 その下の表でございますが、防災研修センター

来 館 者 で ご ざ い ま す 。 令 和 元 年 度 は 、

７,９６６人の方が来館され、３月末までの累計

は３万８,８６９人でございます。 

 近年の災害状況を考えますと、一人でも多くの

市民に利用していただき、災害時において、自分

の命は自分で守れる行動につながる取組になるよ

う、今後も同センターの来館者を増やす方策を講

じていきたいと考えております。 

 次の２の非常備消防体制の強化でありますが、

消防団の災害現場等における安全管理体制の強化

や活動環境の改善に向けた各施設、資機材の更新

整備を行うほか、団員の資質向上のための各種研

修への派遣、地域住民と一体となった防災環境づ

くりを目指し、記載の事業を実施したところでご

ざいます。 

 また、右の小さな表でございますが、消防団員

の研修派遣人数について記載してございますので、

御参照いただきたいと存じます。 

○委員長（中島由美子）引き続き、当局の補

足説明を求めます。 

○消防総務課長（田中清総）令和元年度薩摩
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川内市各会計歳入歳出決算書の１７１ページを御

覧ください。 

 ９款１項消防費１目常備消防費は、支出済額

１３億４,０７６万９,３９６円です。右側備考欄

になりますが、常備消防一般管理費の事項は、主

に職員１５３人分の給与費等のほか、消防局全般

にわたる事務管理及び庁舎等の維持管理に要する

経費などでございます。 

 続いて、１７３ページで、同じく右側備考欄

７行目の常備消防車両管理費の事項では、主に常

備消防車両５１台に対する車検整備２４台及び法

定点検４１件、特殊車両であります大型車両の支

援車１型高所放水車の保守点検整備作業委託料等

でございます。 

 また、常備消防車両管理費の最後に、公用車事

故による損害賠償金でございます。これは、平成

３１年３月に救助工作車が、御陵下町の市道で、

市道に隣接する空き地を利用して方向転換をしよ

うとした際に、空き地に駐車してありました軽貨

物車両に接触した事故となります。 

 本市の過失割合を１００％として、相手車両の

修理代金を全額支払ったものでございます。 

 なお、救助工作車に損害はなく、賠償金につき

ましては全国市有物件、災害共済金の自動車損害

共済金によりまして全額補填されております。 

 続きまして、２目非常備消防費は、支出済額

１億６,９２８万５,１２２円です。右側備考欄に

なりますが、非常備消防一般管理費の事項で、主

に消防団員１,２０３人分の団員報酬、費用弁償

等のほか、鹿児島県市町村総合事務組合消防補償

等の事業負担金などが主なものとなります。 

 右側備考欄、中ほどのやや下であります。非常

備消防車両管理費の事項では、主に消防団関係の

車両９３台に係る燃料費、車検３８台、法定点検

４５台など、修繕料並びに自動車損害保険料等で

ございます。 

 続きまして、３目常備消防施設費では、支出済

額５,４６０万４,１２１円です。右側備考欄を御

覧いただき、常備消防施設費では、東部及び西部

消防署の非常用発電設備の改修工事設計業務委託

をしました。 

 令和２年度及び３年度に２か年に分けて電源立

地等対策交付金を活用して改修工事を実施するこ

ととしています。 

 また、中央消防署南部分署の救急消毒室の工事

では、同じく、電源立地等対策交付金を活用いた

しました。 

 次に、備考欄、下から５行目の常備消防車両等

購入費の事項では、東部消防署の高規格救急車を

購入いたしました。これは、平成３０年度に高規

格救急自動車と高度救急資機材の購入費用として

受けた寄附を繰り越したもので、平成３１年５月

をもって新規登録し、運用を開始しております。 

 続いて、最下段の４目非常備消防施設費では、

支出済額８,３０２万８,２６２円です。右側備考

欄の非常備消防施設費の事項では、１７５ページ

の右側備考欄になりますが、高城東分団高城部車

庫詰所の新築工事設計業務委託や耐震性防火水槽

２基の新設工事などとなります。 

 なお、高城東分団高城部の車庫詰所は、令和

２年度に緊急防災減災事業債を充て建設工事を実

施いたします。 

 また、１５節工事請負費で ２ ,３３４万

８,０００円の繰越明許費を設定いたしました。 

 これは、大馬越車庫詰所建設予定地の旧大馬越

小学校教員住宅の解体が必要でしたが、この解体

に係りますアスベスト検査に時間を要して、また、

大馬越車庫詰所の建築に必要な建築資材の調達に

も時間を要することとなったため、平成３１年度

中の建設完了が不可能となり、翌年度に繰り越し

たものとなります。 

 続いて、右側備考欄の上から５行目、非常備消

防車両等購入費の事項では、特定離島ふるさとお

こし推進事業補助金、石油貯蔵施設立地対策等交

付金、緊急防災減債事業債等を活用して、消防ポ

ンプ自動車１台、小型動力ポンプ普通積載車４台、

小型動力ポンプミニ積載車２台を更新整備したと

ころです。 

 なお、１９節の負担金補助及び交付金の不用額

６万２,０００円でございますが、これは大馬越

車庫詰所を建築する際に、建築場所がもともと市

有地である大馬越小学校校長住宅跡地でございま

したので、必要なくなった給水負担金の分でござ

います。 

 次に、別冊の議会資料５０万円以上の施設間流

用の一覧の３ページを御覧ください。 

 ５０万円以上の施設間流用につきまして、消防

局所管分は２６番の１件でございます。これは、



 

― 5 ― 

先ほど説明いたしました大馬越分団車庫詰所新築

工事におきまして、建築資材の高騰や工期の延長

によりまして、工事請負費に不足が生じたことか

ら、４目非常備消防施設費１８節備品購入費にお

ける入札によります消防車両等購入の執行残から

同事項１５節工事請負費に４０１万９,０００円

を流用したものとなります。 

 次に、歳入について申し上げますので、決算書

の２５ページをお開きください。 

 １４款使用料及び手数料１項使用料８目消防使

用料では、収入未済はなく、消防局所管分は、備

考欄の行政財産使用料、これは九電、ＮＴＴ等の

電柱の使用料等となります。 

 続きまして、２９ページをお開きください。 

 ページ中ほど２項手数料８目消防手数料は、調

定額及び収入済額１１９万４,６００円でござい

ます。 

 右側備考欄になりますが、内訳は危険物関係手

数料９５件、１１９万４,６００円の分でござい

ます。 

 続きまして、４５ページになります。 

 ページ中ほど、１６款県支出金２項県補助金

７目消防費補助金は、備考欄になりますが、特定

離島ふるさとおこし推進事業補助金及び石油貯蔵

施設立地対策等交付金で、調定額及び収入済額合

計１,５８１万９,０００円でございます。 

 内訳としましては、特定離島ふるさとおこし推

進事業では、下甑地域の小型動力ポンプミニ積載

車２台を更新整備したもので、補助額は５９７万

５,０００円で、補助率は事業費の１０分の８と

なっております。 

 続いて、石油貯蔵施設立地等対策交付金では、

消防ポンプ自動車１台とホース３本を購入いたし

ました。交付額は９８４万４,０００円で定額の

交付金となっております。 

 続きまして、４９ページになります。 

 やや下のほうになりますが、１６款県支出金

３項県委託金８目消防費委託金は、備考欄になり

ますが、権限移譲事務委託金で、花火打ち上げに

伴います煙火消費許可申請の火薬類取締法に関す

る事務に対する委託金で、平成２９年度中の煙火

消費許可申請１７件に係る事務委託金で、調定額

及び収入済額１６万２,０００円でございます。 

 次は、５１ページになります。 

 １７款財産収入１項財産運用収入１目財産貸付

収入１節土地建物貸付収入で、備考欄、下のほう

になりますが、消防局所管分は、貸家料としまし

て 自 動 販 売 機 設 置 ４ か 所 分 の １ １ ０ 万

３,０５３円でございます。 

 続いて、７１ページです。 

 ２１款諸収入５項４目雑入で、消防局所管分は、

備考欄中ほどよりも少し下、建物損害保険金から

南部分署救急消毒室を建築した際に、工事に使用

した水道料金の実費徴収金、ここまでの１０項目

で、調定額及び収入済額４１５万２,５２７円と

なります。 

 主なものとしましては、更新しました古い消防

ポンプ自動車など１２台の売却代金、また、甑島

地域の待機宿舎及び借上型職員待機宿舎９世帯分

の実費徴収金、電気料実費収入金等でございます。 

 最後に、消防局所管分の財産については、財産

に関する調書のうち３６９ページの表に３行目に

消防施設等として記載してあります。 

○委員長（中島由美子）ただいま、当局の説

明がありましたので、これより質疑を行います。

御質疑願います。 

○委員（福元光一）消防局の場合は、消防自動

車等の金額の大きいものを買うことが多いんです

が、予算を組んでから変更がなかったのか、その

購入物件に対して変更がなかったのか。変更がな

かったとしたら、予算を組んでそれなりにという

か、１００％に近い形で執行されたのか、そこの

２点を教えてください。 

○消防総務課長（田中清総）変更、この令和

元年度の予算におきまして、一番大きなものは、

先ほど説明いたしました消防車両等の購入費の中

での備品購入費が割と大きく変わったかなと思い

ます。 

 この点につきましては、当初予算組む場合に見

積りをとって予算を組んでいただきましたが、そ

の後の入札におきまして、入札業者が例年よりも

１社増えたことによりまして、極端に入札額が低

くなりまして、多額の執行残が残った、こういっ

たものがございました。 

 この場合につきましては、先ほど言いました、

この流用に使った分と残りについては、補正のほ

うで落しております。ですので、変わったもので、

残ったもの、そういったものについては執行残で
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落とすようにしております。 

○委員（福元光一）予算どおり何％ぐらい執行

されたのか。そこはもう１００％執行されたんで

すか。 

○消防局長（中村 真）当初予算で令和元年

度中に執行する予定として、当初予算で上げたも

の、事業全体としては、執行しなかったものはな

いというところでございます。 

 金額的なものについては、先ほど課長が説明し

ましたように、入札をしたときに当初見積りより

も安くて購入できたというものがございますけれ

ども、全体としては執行しなかったものはないと

いうところでございます。 

○委員（福元光一）先ほど備品購入のときに、

入札者が１社増えて入札金額が低くなったと。そ

うすると予算よりもお金が余ってきたということ

だったんですが、備品購入をするときには、その

都度、入札者を募集というか、指名じゃないけど

募集するんですかね。 

○消防総務課長（田中清総）車両の入札の場

合は、その都度、その事業ごとに入札契約運営委

員会を開いていただいて入札業者を選定し、それ

で入札を実施しております。 

○消防局長（中村 真）もう少し説明させて

いただきますと、入札業者は、契約検査課のほう

に事業登録をされている業者の中から選定をいた

しますので、先ほども言いましたように、新たに

というのはその年度に新たに登録された業者が増

えたというところでありまして、その登録業者以

外のところから選定するというのは、特に今回は

ないというところでございます。 

○委員（永山伸一）２点ほどお願いします。 

１点は、非常備消防の分で、金額的な問題ではな

くして、消防団員の確保策ということで、もうこ

こずっと、地方においては、その団員確保が非常

に今困難だというのは、もう御承知のとおりで、

いろいろとまた広報もしていただいてはいるんで

すが、以前から市内の事業者に、消防団優遇施策

ということで協力を依頼して、その手を挙げてい

ただいた事業者のところには登録書を配付して、

そこを消防団員が利用すれば、減額していただく

とか、いろんな施策をとってきていただいている

んですが、ここのところ、そこら辺がよく見えな

い。団員のほうもそういうとこがあったのかとい

うような話もあったもんですから、そこら辺、元

年度でその登録事業者が増えているのか減ってい

るのか、それとも継続で今来ているのか、そこら

辺お分かりであったらお示しください。まず、そ

れが１点。 

○警防課長（濱田 浩）消防団の優遇制度に

おける登録事業所については、これまで募集をか

けた中では５１件の事業所が登録をしていただい

ております。 

 昨年度については、特に意見の申出もございま

せんでしたので増えておりません。今年度はまた

声かけをしようというところで考えてはいたんで

すが、新型コロナの影響で経済がちょっと疲弊し

た関係で、ちょっとこちら側から声かけしにくい

なというところで事業者数の獲得ができていない

ところです。 

○委員（永山伸一）今の現状においては、コロ

ナがありますので非常に厳しいかもしれません。

でも昨年度はやっぱり事業所のその希望がなかっ

たというのは、募集も多分なかったんだろうなと

いうふうに思っているんです。 

 消防団員のその確保策というのは、いろいろな

方法があるんでしょうけど、方法論の一つとして、

やはりそういった協力事業者を登録して、団員の

方々に広く紹介して、消防団になればこういう優

遇もあるよといった部分も団員確保の一施策にな

るのかなというふうに。随分議論した中でこうい

う制度をつくってきた経緯もありますので、ぜひ

今後もそういう推進に、その協力事業者の推進も

併せて、その団員確保の施策に取り組んでいただ

きたいというふうに、これは要望しておきます。

○警防課長（濱田 浩）これまでは消防団員

の方の確保については、費用弁償のほうであった

りとか、あるいは優遇制度であったりとかという

ところで取り組んではきておりますが、なかなか

団員の確保に至っておりませんので、委員から指

摘のありましたとおり、引き続き消防団員の方が

消防団に入ってよかったと思っていただけるよう

な待遇面等々も今後検討しながら団員確保に努め

てまいりたいと思っております。 

○委員（永山伸一）もう一点です。もう一点は、

決算の関係で、私はその節間流用は悪いとは言い

ません。これは法律で認められていますからいい

んですが、今回のこの消防についてやっぱり気に
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なっていたんです。 

 工事請負を４００万円からその入札残があった

から、そっちから流用したということ、それが一

つの方法ですけど、結局、大馬越の車庫詰所がそ

の建築資材の高騰や工期の延長─工期の延長は

分かります。ただ、建設資材のその高騰等で

４００万円からのいわゆる予算不足にというのは、

ちょっと無理があるんじゃないかなというふうに

思っています。 

 ただ、それは、もう執行した結果論ですから、

私もそれについてはもう申しませんけれども、た

だ、そういう部分、あと変更契約をするわけで、

工期延長とか増額とか工期変更契約をせざるを得

ないわけで、事前にその流用ではなくして、やは

り予算措置という不用額は、入札残は今年の建設

業費は当然増額しいのというのは、これは当たり

前の手続なのに、こういう形で出て４００万円か

ら金を節間流用されると、議会は何も知らない、

議会は何も知らないんです。 

 結局、皆さんが、消防局が、ああ入札残があれ

ばそれ使えということでは、自分たちが知り得る

のは、大馬越詰所がこれだけだったと、当初契約。

それしか分からずに、じゃ実際使ったお金は

４００万円増えているという話になりますので、

こういう分は、やっぱり今後議会との信頼関係に

おいても、ここはしっかりと皆さん方、予算見積

りのプロもいらっしゃるわけで、それも財政方も

相当協議になったんじゃないかなと。私が財政課

長だったらさせますよ、もう。と私は思うんです。 

 そこは、やっぱりそれぞれの職員の方々の意識

の問題ですので、今後きちっとこういうことがな

いように注意していただきたいと、これ意見とし

て申し上げておきます。 

○消防局長（中村 真）ただいま頂きました

御意見は、我々もその辺十分考えております。本

当、議会に補正予算等組んでやるべきだったとこ

ろもあるかと思いますが、経緯的に厳しい、時期

的なもの厳しい点もあったというのもあったとこ

ろでもございますので、今後は御意見のあったと

おり、こういったことがないように気をつけなが

ら、また、財政課等とも十分協議、検討を踏まえ

た上で施行していくようにしたいと思います。 

○委員（新原春二）今、永山委員のほうから指

摘がありましたように、この節間流用については、

全く見える化をしていかないと、これは大変今か

ら困難になってくると思うんですよ。 

 実際、大馬越のそれが実際どれだけの予算を組

んで、最終的なこの４００万円をのせたからとい

うて、走行費にどれだけに最終的になったのか、

そこをちょっと数字だけでも教えてください。私

も非常に気になったところでした。 

 もう一点は、負担金の関係なんですが、将来的

に地域的な連携をとっていく、さらにまた、一部

事務組合員になっていかざるを得ないのかなとい

う想定がされるもんですから、今、北薩地区で消

防長会議がありますよね。その負担は出ています

から問題ないんですけれども、そして、実務的な

その考えとか、消防長会議なんかで北薩地域の連

携、一部組合を含めた連携とかいう、そういうも

のの予算はないのか。 

 今見てみたら、負担金はいっぱいあるんですけ

ど、そうした実務的なそういう負担が全然ないの

で、消防長会議におさまっているので、そこ辺の

元年度の予算で出ていないので、将来的なそうい

うものがあるのか。そこ辺を１点、お知らせくだ

さい。なければないでいいんですよ。将来的なそ

ういうようなものが話が出ているのか、出ていな

いのか。 

○消防局長（中村 真）すみません。大馬越

の関係の数値的なものは、ちょっと御時間頂きた

いと思います。 

 北薩地域のそういった広域の関係は、消防長会

等の研修、そういったところで今現在、負担金が

発生しているというところでございます。 

 将来的には、今、委員のほうから御質問もあり

ましたように、広域化の話というのはありますの

で、今後負担金を伴う、そういった北薩地域とし

て一体として動いていくような、そういったもの

は将来的に発生するということはあると思います。 

 一つ今動いておりますのが、通信業務と共同運

用というのを今取り組んでおります。そういった

のが具体化してきますと、そういった負担金とい

うのは十分出てまいりますので、将来的にはそう

いった傾向もあるというふうに考えております。 

○消防総務課長（田中清総）大馬越分団の建

築費でありますが、当初は３,５００万円で予算

を組んでいただき、最終的には３ ,７３８万

９００円となっております。 
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○委員（新原春二）繰り越してだから、まだ正

式には出ないわけですね。 

○消防局長（中村 真）今もありましたよう

に、繰り越して事業をやっておりますので、令和

元年度中の最終的な金額は令和元年度中には出て

まいりません。令和２年度の決算のときには、大

馬越分団の建設費ということで最終的に確定した

数値が出てまいりますけど、そういうことでお考

えいただきたいと思います。 

○委員（川畑善照）消防団員と機能別消防団員

が創設されて、その成果とメリット・デメリット

は。 

○委員長（中島由美子）機能別消防団は今年

から、今年２年度からで、これは決算ですから。 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め

ます。 

 以上で、消防総務課の審査を終わります。 

────────────── 

△水道管理課・水道工務課の審査 

○委員長（中島由美子）次は、水道管理課及

び水道工務課の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第１２３号 決算の認定について

（一般会計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子）初めに、決算の概要

について局長の説明を求めます。 

○水道局長（新屋義文）それでは、水道管理

課及び水道工務課の決算の概要につきまして御説

明いたしますので、決算附属書の１７０ページを

お開きください。 

 まず、一般会計についてでありますが、（１）

の簡易水道事業及び（２）の温泉給湯事業に対し

ましては繰出金として、また、（４）の水道事業

に対しましては、負担金補助金及び出資金として

３事業合計で１億６,０３６万３,０００円を支出

しました。 

 また、（３）に記載のとおり、飲用井戸等整備

支援事業としまして、水道の未給水地域におきま

す飲用水確保のため家庭用飲用井戸を設置する場

合のボーリング工事等必要の一部補助を令和元年

度は２件行ったところであります。 

 次に、１７１ページでございますが、旧工業用

水道施設等の維持管理では、平成２５年度をもっ

て廃止した旧工業用水道事業の施設及び下之湯が

入ります旧総合休養会館につきまして適正な維持

管理に努めました。 

 開けていただき１７２ページの簡易水道事業特

別会計でございます。 

 簡易水道事業では、甑島における安全で安定し

た水利用の確保のため、適正な維持管理を行うと

ともに、国の基幹改良補助金及び鹿児島県の特定

離島ふるさとおこし推進事業補助金を活用し、上

甑島では、上甑町の中甑、中野及び小島地区で、

下甑島では、下甑町の長浜地区及び芦浜地区で老

朽管の布設替工事を実施しました。 

 なお、簡易水道事業につきましては、本年４月

１日から公営企業会計への移行に伴い、同年３月

末で特別会計を廃止したところでございます。 

 次に、その下、温泉給湯事業特別会計でござい

ますが、同事業では、樋脇、入来及び祁答院地域

の分湯施設の適正な維持管理に努めるとともに、

入来温泉湯之山館につきましては、平成２９年度

から指定管理者による運営を開始しておりますが、

令和元年度は開業以来、利用者数が最高となった

ところです。 

 また、入来地域においては、区画整理の進捗に

伴い、配湯管の布設工事を実施し、分湯の安定供

給に努めました。 

 次に、水道事業の決算の概要について説明いた

しますので、別冊となっております令和元年度薩

摩川内市水道事業会計決算書を御準備いただき、

同決算書の１０ページをお開きください。 

 本会議において一部説明をしておりますので、

要点のみ説明いたします。 

 まず１の概況の（１）総括事項のうち、イの業

務量の項ですが、元年度末における給水件数及び

給水人口につきましては、給水件数は依然として

増加傾向、給水人口は減少傾向が続いているとこ

ろです。 

 次に、総有収水量は、給水人口の減少等を受け、

前年度比０.８６％の減少となり、また、有収率

は８９.４％で、前年度比１.０ポイント減少した

ところです。 

 次に、ハの経営状況でございますが、営業収益

は総有収水量の減に伴い０.７８％の減、１６億

３,２３９万１,１０６円でございました。 
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 次に、２段落目でございますが、営業費用は前

年度比２ ,６１６万６ ,２６９円増の１３億

８,７１３万７９７円であり、その結果、差引営

業利益は、前年度比３,８９７万５,２６６円減の

２億４,５２６万３０９円となりました。このこ

とから、平成２８年度以降、初めて減収減益とな

ったところでございます。 

 次に、営業利益に営業外収益と営業外費用を加

減した経常利益は、前年度比３ ,８１０万

９,２６９円減の３億３,０５９万７,２３２円と

なり、これに特別損失８万４,１９０円を減じ、

当年度純利益は前年度比３,７７４万４,０７９円

減の３億３,０５１万３,０４２円を計上すること

となりました。 

 次に、最後の段落に記載しております耐震適合

率について補足いたします。 

 基 幹 管 路 の 耐 震 適 合 率 が ２ ８ 年 度 末 に

１３ .１％であったものが、令和元年度末で

３１.５％となりました。これは、積極的に水道

管の更新事業を行っていることに加えまして、こ

れまで耐震適合率につきましては、基幹管路のう

ち導水管及び送水管のみを対象としてまいりまし

たが、本来、基幹管路には、重要な配水本管も含

まれることから、令和元年度末から重要な配水管

本管についても耐震適合率の算定に含めることと

したことによりまして、適合率が大幅に増加した

ところでございます。 

 水道事業につきましては、今後も企業としての

経済性を発揮しながら、市民の皆様に安全で安心

な水を安定的に供給し、なお一層の市民サービス

の向上に努めてまいります。 

○委員長（中島由美子）引き続き、当局の補

足説明を求めます。 

○水道管理課長（今井功司）一般会計決算書

の８７ページをお開きください。 

 ２款１項５目財産管理費のうち備考欄中段にな

ります。水道工務課執行分で、支出済額は６８万

５,２５２円であります。 

 支出の主なものは、旧工業用水水源地と浄水場

の除草業務委託及び旧総合休養会館業務用エアコ

ン撤去工事であります。 

 次に、１３９ページをお開きください。 

 ４款３項１目水道費であります。支出済額は

１億８３４万４,０００円、全て水道管理課執行

分で、支出の主なものでありますが、備考欄に記

載のとおり、簡易水道事業及び温泉給湯事業特別

会計への繰出金、また飲用井戸等整備支援事業費

の補助金であります。 

 続きまして、不用額につきまして説明いたしま

す。 

 １９節で９０万円の不用額が生じております。

これは、家庭用飲用井戸等整備支援事業補助金の

執行残によるものであります。 

 続きまして、２０５ページをお開きください。 

 １３款２項１目公営企業費であります。支出済

額は５,２６１万９,０００円、全て水道管理課執

行分で、備考欄に記載のとおり、水道事業会計へ

の負担金・補助金・出資金を支出しております。 

 続きまして、歳入について説明いたしますので、

前に戻っていただきまして５１ページであります。 

 １７款１項１目１節土地建物貸付収入のうち、

備考欄下から３行目に記載の水道工務課分は、旧

工業用水道事業跡地及び樋脇町の下之湯公衆浴場

におきます電柱の土地貸付収入であります。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

○委員（福元光一）水道事業で減収減益という

ことになったという説明があったんですが、やは

り経費はかかるんだけど、収入は減るという状況

になっていくと思うんですが、どこかでか何らか

の対策を打っていかなければ、この水道事業とい

うのはなっていかなくなると思いますが、局長は

どのように考えておられますか。 

［「一般会計と水道会計の二つ分けて議論しない

と、今は一般会計の方だから」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）よろしいですか。ほ

かにありませんか。 

○委員（新原春二）以前も話をしたと思うんで

すけれども、水道管の布設の図面、これはデジタ

ル化、そのものの進捗状況なんですけれども、も

う今デジタル化をしていかないと、人がどんどん

変わっていけば、もう先輩方がいなくなれば、ど

こにどんな水道が通っているか分からない状況が

発生をすると思うんです。特に、山間部について

はそうだと思うんですけれども、そこら辺のデジ

タル化がどの程度今進んだのか。令和元年度進ん

だのか。そこ辺の進捗率をちょっと教えてくださ
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い。 

○水道工務課長（永田一朗）御存じのとおり、

本市については全庁的に給水管がどこに入ってい

るのか、あと配水管がどこに入っているのか。そ

ういう部分についての明確なものというのが全地

域においてそういうのがございます。これまでそ

ういう不備なところについては、平成２８年度か

らのこの１０か年計画ということで鋭意配水管の

更新計画を実施してございます。 

 図面を台帳に収めまして、マッピングのシステ

ムのデータを収める形でやっていたり、あとまだ

道の中に入っている管、あと現況が把握できてい

ない管、多々ございます。実際、全体数は幾らあ

って、今どれだけ更新できたかというのは、実際、

今のところ明確に数値として一応お示しすること

ができない状況であります。 

 これまでも布設替えを実施した分については、

随時台帳を登録して、今後も当然いろんな形で不

明管というのが出てくると思いますが、そういう

部分について更新の事業以外にも薩摩川内市の道

路事業であったりとか、あと国県の事業でありま

すところで水道管が支障になったものにつきまし

ては、その都度、位置、あと管径、管種について

随時登録をしていくという形でシステムの中にそ

れを一応更新していると、そういう形でございま

す。 

 あとはまた漏水等もございますので、漏水等で

また修理した箇所についても、管の位置であった

りとか、あと管種だったりとか、管径だったりと

か、そういう部分についても随時登録をしていっ

ているという状況でございます。 

○委員（新原春二）事情はよく分かります。日

常の水道事業の中での更新あるいはそういった

データを入れていくことについては、非常に大変

な作業だろうなと思って、それ言うのは理解がで

きます。 

 ただ、そういうものをきちんとしておかないと、

将来的なものは展望が立たないんじゃないかと思

うんですよね。ここには、どういう施設のパイプ

が通っていて、何年にはどこが更新をしないとい

けないというスケジュールが立たないんじゃない

かと思いますので、日常の事業の中で大変な作業

になっていくと思いますけれども、部長、どうで

すかね。一つの部署を、こういうデータをつける

部署をグループならグループでいいですから、そ

ういうものを設けて、早急にやっていく必要があ

ると思うんですが、この辺はどうですか。 

○水道局長（新屋義文）先ほど課長から説明

がございました。平成２８年に本土地域統一しま

して、その際、資産の管理ということで、ＧＩＳ

に図面があるものについて全て入れてございます。

そして、更新をするたびにＧＩＳに入れて管路が

入っております。ただ、山間部につきまして、今、

課長からありましたとおり、どこを通っているか

というのが分からないという部分はございます。

ただし、現在、水道工務課で西部グループ、東部

グループ、それぞれ設計工事の合間を見て、夜間

もしくは漏水調査をしながら今鋭意努力しており

ますので、今の体制で何とかやっていけると私は

思っています。 

 今後はおっしゃるとおり、やっぱり１０年、

２０年先になりますと、職員も代わってまいりま

すので、それまでには何とか職員のほうで今鋭意

頑張っておりますので御理解いただきたいと思い

ます。 

○委員（新原春二）よく分かりました。ただ、

急がないと、もう人がすることですから、もう知

恵がどんどんなくなっていくということでも想定

をされます。したがって、今は水道事業に携わっ

たＯＢの方、こういった方を手伝ってもらって、

招集をするのはおかしいですけど、臨時でも雇っ

て、そういう本当に知恵をやっぱり使わせてもら

って、また出してもらって、そういう体制もつく

る必要があるんじゃないかと思いますので、今後

また検討をしていただきたいと思います。 

 それから、また特に、青山地区の４地区で施設

のものを複合的に転換をしていただきまして大変

ありがとうございました。 

 ただ、まだこういうところがあると思いますの

で、できればそういうものを早く解消をして、市

民が使う水道については、市がやっぱり管理をし

ていくという体制をぜひつくっていただきたいと

思います。地元の方は大変喜んで安心をされてお

りますので、大変ありがとうございました。これ

からまたよろしくお願いします。 

○委員長（中島由美子）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め
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ます。 

 ここで、本案の審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第１２４号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市簡易水道事業特別

会計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子） 次 に 、 議 案 第

１２４号決算の認定について（令和元年度薩摩川

内市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算）を議題

といたします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○水道管理課長（今井功司）では、決算書の

２１０ページをお開きいただきたいと存じます。 

 右の文章表記を御覧いただきたいと存じます。 

 簡易水道事業におきましては、令和２年４月

１日に地方公営企業法が適用されたことによりま

して、令和２年３月３１日において打ち切り決算

としたことから、歳入歳出差引残高を地方公営企

業会計に引き継いだこと及び本決算における収入

未済額及び不用額には、打ち切り決算による未収

金と未払い金が含まれている旨を表記していると

ころでございます。 

 なお、出納整理期間であります令和２年４月及

び５月の間の収入額を未収金として、また、同期

間において公営企業において引き続き支払処理い

たしました支出額を未来金として表記をしている

ところでございます。 

 それでは、まず、歳出について説明させていた

だきます。 

 ２１６ページであります。 

 １款１項１目一般管理費は、甑島地域の簡易水

道事業施設の管理運営に要する経費で、支出済額

は１億６１３万９,５３８円であります。 

 支出の主なものにつきまして、備考欄で説明い

たします。 

 水道管理課執行分は、地方公営企業法の適用に

向けた水道システム改修委託ほか１５件や、公営

企業会計処理のための通帳印等の公印購入、消費

税法改正に伴います水道システム改修に係る水道

事業への負担金であります。 

 水道工務課執行分は、１名分の水道業務作業嘱

託員報酬や職員４名分の給与費、上甑地区水道施

設管理業務委託ほか２３件の委託料、平良地区配

水管布設替工事等であります。 

 なお、未払いとして打ち切り決算処理いたしま

した未払金につきましては、節ごとに表記をして

いるところでございます。 

 次に、未払金を差し引いた後の１節５０万円以

上の不用額について説明をいたします。 

 まず、職員手当等は、各手当の執行残の積み上

げで、需用費は光熱水費、燃料費、修繕料の執行

残の積み上げであります。 

 また、役務費は、水質検査手数料の委託料は、

検針委託やメーター取替委託等の各種業務委託の

執行残、工事請負費は、各工事の入札執行残であ

ります。 

 また、全く執行のなかったものについて説明い

たします。賃金であります。賃金につきましては、

検針案内賃金の執行事象がなかったため、全く執

行がなかったものであります。 

 次に、同ページの下段から２１８ページの上段

にかけての２款１項１目施設整備費で、支出済み

額は１億２,９２４万８,９７３円であります。 

 支出の主なものにつきまして備考欄で説明いた

します。 

 上甑島簡易水道建設事業費では、特定離島ふる

さとおこし推進事業補助金を活用した中甑地区配

水管布設替工事ほか２件であります。 

 下甑島簡易水道事業建設事業費では、国庫補助

金等特定離島ふるさとおこし推進事業補助金を活

用した長浜地区における配水管布設替工事等詳細

設計業務委託ほか１件や、配水管布設替工事ほか

１０件であります。 

 １節５０万円以上の不用額について説明いたし

ます。 

 工事請負費におきます不用額は、各工事の入札

執行残であります。 

 次に、２１８ページの３款１項１目及び２目は、

借入金に係ります償還元金、償還利子であります。 

 ５款１項１目予備費は、重要な事象が生じなか

ったため、そのまま不用額となっております。 

 なお、歳出執行に当たりまして、５０万円以上

の予算流用で対応いたしました状況について説明

させていただきます。 

 別冊の議会資料５０万円以上の施設間流用一覧

を御準備いただき、３ページであります。 

 水道工務課におきます５０万円以上の施設間流

用は、３２番と３３番の２件であります。 
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 それぞれ説明いたしますと、３２番は水源地の

取水ポンプ等の機器故障の早急な対応に修繕費が

不足したため、記載のとおり２４０万円を予算流

用し執行したものであります。 

 ３３番は、下水道事業の工事進捗にあわせ、同

時施工しております配水管布設替えに係ります工

事量を増やす必要があり、記載のとおり３９１万

２,０００円を工事請負費に予算流用し、執行し

たものであります。 

 続きまして、歳入につきまして説明いたします

ので、前に戻っていただきまして２１２ページで

あります。 

 １款１項１目、水道使用料の１節給水使用料は、

現年分水道使用料で、収入済額１億８３８万

３,４９０円で収入未済額は１４１万７,１３０円

であります。 

 なお、備考欄には、令和２年４月及び５月の収

入額を未収金とし表記しております。 

 ２ 節 給 水 負 担 金 は 、 収 入 済 額 １ ２ ３ 万

７,９４０円で、収入未済額はございません。 

 ４節給水使用料滞納繰越分は、収入済額２７万

１,１２０円で、収入未済額を８６万３,０２０円

となっております。 

 ３款１項１目１節簡易水道事業補助金の収入済

額３,６８５万円は、水道施設等耐震化事業に係

ります生活基盤施設耐震化等補助金で、下甑町長

浜地区配水管布設替工事分であり、その補助率は

２分の１であります。 

 ４款１項１目１節簡易水道事業補助金の収入済

額３,２８８万１,０００円は、上甑島地区の配水

管布設替え及び下甑島地区の飲用水施設整備に係

ります特定離島ふるさとおこし推進事業補助金で

補助率は１０分の８であります。 

 ２１２ページの下段から２１４ページの上段に

かけての６款１項１目１節一般会計繰入金の収入

済額１億４万７,０００円は、施設整備管理運営

費に不足する財源を一般会計から繰り入れたもの

であります。 

 ２１４ページになります。 

 ７ 款 １ 項 １ 目 １ 節 前 年 度 繰 越 金 は 、

１,５４９万８,０３９円であります。 

 ８ 款 ２ 項 １ 目 １ 節 雑 入 は 、 収 入 済 額

１,１４９万７,７２０円で、その主なものは備考

欄記載のとおり移転補償費等で、９款１項１目

１節簡易水道事業債収入済額２,４９０万円及び

２節辺地対策事業債、収入済額２,４８０万円は、

補助事業実施に伴うものであります。 

 ２２０ページ、実質収支に関する調書でありま

す。 

 歳入総額３億５,１９８万１,０００円、歳出総

額３億２,８４２万６,０００円、歳入歳出差し引

き額２,３５５万６,０００円、翌年度へ繰り越す

べき財源はなく、実質収支額は２ ,３５５万

５,０００円であります。 

 なお、この実質収支につきましては、令和２年

４月１日に簡易水道事業会計に引き継いだところ

でございます。 

 次に、財産に関する調書につきまして説明いた

しますので３６９ページをお開きいただきたいと

思います。 

 １、公有財産の（１）土地及び建物の調書の行

政財産下方の簡易水道施設でありますが、決算年

度中の増減はございませんでした。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたが、これより質疑に入ります。御質

疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま

す。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、本決算は認定すべきものと決定しま

した。 

────────────── 

△議案第１２５号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市温泉給湯事業特別

会計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子） 次 に 、 議 案 第

１２５号決算の認定について（令和元年度薩摩川

内市温泉給湯事業特別会計歳入歳出決算）を議題

といたします。 
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 当局の補足説明を求めます。 

○水道管理課長（今井功司）それでは、決算

書の２２７ページをお開きください。 

 １款１項１目一般管理費は、樋脇、入来、祁答

院の温泉事業施設の管理運営に要する経費であり、

支出済額は４,７０１万１,７６２円であります。 

 支出の主なものを備考欄で説明いたします。 

 水道管理課執行分は、お客様センターへの窓口

等関連業務委託や消費税法改正に伴う水道システ

ム改修に係ります水道事業への負担金が主なもの

でございます。 

 水道工務課執行分は、職員一人分の給与費、入

来区画配湯管布設工事ほか２件の工事請負費、温

泉用泉源ポンプ１台ほか２件の備品購入でありま

す。 

 １節５０万円以上の不用額について説明いたし

ます。 

 需用費であります。需用費は、光熱水費、修繕

料の積み上げで、工事請負費及び備品購入費は、

入札執行残によるものであります。 

 ５款１項１目予備費につきましては、充用の事

態が生じなかったため不用額となっているところ

でございます。 

 続きまして、歳入について説明いたしますので

２２５ページであります。 

 歳入の主なものを説明いたします。 

 １款１項２目分湯使用料は、１節が現年分、

２節が滞納繰越分で、現年分滞納分合計で収入済

額３,２１０万４,６６５円、収入未済額は８５万

４５５円であります。 

 ３款１項１目１節一般会計繰入金は、収入済額

７６９万７,０００円で、４款１項１目１節前年

度繰越金は、収入済額７８０万３,１３４円であ

ります。 

 ５款３項１目雑入は、収入済額８９３万

９,１５２円で、原子力立地給付金及び入来区画

配湯管布設替工事に伴います移転補償費でありま

す。 

 ２２９ページをお開きいただきたいと存じます。

実質収支に関する調書であります。 

 歳入総額５,６５７万円、歳出総額４,７０１万

２ , ０ ０ ０ 円 、 歳 入 歳 出 差 引 額 ９ ５ ５ 万

８,０００円で、翌年度へ繰り越す財源はなく、

実質収支額は９５５万８,０００円であります。 

 次に、財産に関する調書につきまして説明いた

しますので、３７０ページであります。 

 下表になります。（４）物件のうち、普通財産

の温泉権及び行政財産の温泉権の決算年度中の増

減はございませんでした 

○委員長（中島由美子）ただいま、当局の説

明がありましたが、これより質疑に入ります。御

質疑願います。 

○委員（永山伸一）温泉給湯の件で、以前から

この議論にもなっているんですけれども、要は、

その分湯使用料で本当だったら事業が回らないと

いけない。実質収支では、その黒字に見えている

けれども、実際、一般会計等を繰り入れて、何か

もうほかもそうなんですけど、運営しているわけ

ですよね。 

 そういう部分で、今後の在り方、その例えば、

分湯しているその分譲地についてもまだ売れ残り

があったりしているし、その分湯をしている、そ

の使用料の金額の問題も含めて、基本的には、や

はり分湯使用料で、事業自体は、会計自体は収ま

らないといけないんじゃないかというふうに一般

論としてはなるんですけれども、そこら辺を考え

たときに、今後の在り方、いろいろ使用料を上げ

れば、また過去にもそういういろいろ議論もあっ

たんですけど、基本的には、やはりこの事業につ

いては、この会計については、分湯使用料でもっ

て運営できる体制を築かないといけないんじゃな

いかというふうに私は常々思っているんですが、

そこら辺、局長はどうですか、今後の在り方とし

て、どのようにお考えですか。 

○水道局長（新屋義文）元年度の決算でいき

ますと、一般会計からの繰入金と繰越金でいきま

すと、とんとんになっている状況ではございます

が、おっしゃるとおり、公営企業的な考え方でこ

ういった事業というのは進めるべきであろうと考

えております。 

 ただし今、現在の状況としましては、管の老朽

化に伴う工事費等についてが、その費用を捻出す

る部分が今一般会計からの繰入金というふうに現

在考えております。 

 経営戦略的なところを現在温泉給湯については、

作成しておりますが、今の現状では、今後、給湯

料金等を考慮するべきであるという考え方は提案

されております。 
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 今現状においてしますと、現状の体制でいくの

かなというふうには考えおりますが、ただし、国

からの考え方として、あと５年の後、令和元年度

までに次の公営的な事業について公営会計にする

かしないかという判断が示されております。 

 今年の４月からは簡易水道とか下水道事業につ

いて、第１段の公営企業化がありました。そのほ

かの公営企業的な部分については、令和５年度ま

でに判断をしなさいというのがありますので、今

後、そういった議論というのをしていかないとい

けないというふうには考えております。 

○委員（永山伸一）今、局長からありましたよ

うに、やはりその将来的な方向性としては、しっ

かりと独立採算ができる形に持っていくべきだと、

これずっと思っています。 

 今後そこら辺、いろいろな問題もあるんでしょ

うけれども、水道局内でも十分議論を深めて、も

う令和５年で、そういうことが示されているので

あれば、やっぱり早急な手を打っていかなければ

ならないんじゃないかなというふうに考えており

ますので、ぜひ、早急な対応をお願いしておきま

す。 

○委員長（中島由美子）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め

ます。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。 

 本決算を認定すべきものと認めることに御異議

ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。 

 よって、本決算は認定すべきものと決定しまし

た。 

────────────── 

△議案第１３７号、剰余金処分及び決算の

認定について（令和元年度薩摩川内市水道

事業剰余金処分及び令和元年度薩摩川内市

水道事業会計決算） 

○委員長（中島由美子） 次 に 、 議 案 第

１３７号剰余金処分及び決算の認定について（令

和元年度薩摩川内市水道事業剰余金処分及び令和

元年度薩摩川内市水道事業会計決算）を議題とい

たします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○水道管理課長（今井功司）別冊となってお

ります水道事業会計決算書の１ページをお開きく

ださい。 

 水道事業決算報告の収益的収支及び資本的収支

の予算決算の状況について説明いたします。 

 まず、（１）収益的収支の収入において、予算

額合計１８億６,９２７万２,０００円に対し、決

算額１９億３,３３７万４,５５４円。支出におい

て、予算額合計１６億３,８２０万７,０００円に

対し、決算額１５億４,０５６万１,２６１円とな

っております。 

 （２）基本的収支の収入におきまして、予算額

合計３億５ ,１４０万円に対し、決算額３億

４,９４８万３,４８０円、支出におきまして、予

算額合計１２億３７３万７,０００円に対し、決

算額１１億４,６９６万４,１６１円となっており

ます。 

 ま た 、 資 本 的 収 支 で 不 足 す る 額 ７ 億

９,７４８万６８１円は、下段の表の下に記載し

ております各財源で補填しているところでござい

ます。 

 ３ページと４ページにつきましては、令和元年

度の損益計算書でありますが、水道局長の概要説

明と重複いたしますので、ここでの説明は省略さ

せていただきます。 

 続きまして、５ページをお開きください。 

 剰余金計算書から本年度増減のあった科目につ

きまして説明いたします。 

 上のほうの表の下方になります。当年度変動額

の欄になります。 

 減債積立金３億５,６２４万６,０００円を取り

崩し、未処分利益剰余金では、減債積立金３億

５,６２４万６,０００円と当年度純利益３億

３,０５１万３,０４２円が増加しております。 

 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 合 計 が ６ 億

８,６７５万９,０２４円となりますが、この未処

分利益剰余金を議会の議決を得て処分するもので

あります。 
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 下段の表が、令和元年度薩摩川内市水道事業剰

余金処分計算書案になります。 

 令和元年度末の未処分利益剰余金を自己資本金

への組み入れ、減債積立金への積み立てとして処

分しようとするものであります。 

７ページをお開きください。 

 令和元年度貸借対照表について説明いたします。 

 １、固定資産のうち（１）有形固定資産につき

ましては、後ほど有形固定資産明細書で説明いた

しますが、令和元年度の建設改良費で取得した固

定資産を科目別に計上しております。 

 （２）無形固定資産は、電話加入権、水利権で

あります。 

 以上、固定資産合計は１６６億３,２０６万

８,５３４円であります。２、流動資産は、現金

預金ほか合計で１４億４,１５２万２,０２１円で

あり、固定資産と流動資産の資産合計で１８０億

７,３５９万５５５円であります。 

 ８ページを御覧いただきたいと存じます。 

 ３、固定負債は、（１）企業債から（３）引当

金までの固定負債合計で４４億８ ,０９０万

３,７３９円、４、流動負債は、（１）企業債か

ら（５）その他流動負債までの合計で３億

７,７６７万２,０８６円、５、繰延収益は、

（１）長期前受金と（２）長期前受金収益化累計

額 の 繰 延 収 益 合 計 で ２ ４ 億 ３ , ２ ０ ７ 万

５ , ７ ６ ２ 円 と な り 、 負 債 合 計 で ７ ２ 億

９,０６５万１,５８７円であります。 

 ９ページをお開きください。 

 ６、資本金は、（１）自己資本金で、資本金合

計９５億９,８７７万２,００８円であります。７、

剰余金は、（１）資本剰余金と（２）利益剰余金

で、剰余金合計１１億８,４１６万６,９６０円で

あります。 

 資 本 金 と 剰 余 金 の 資 本 合 計 で １ ０ ７ 億

８,２９３万８,９６８円となり、資産合計と負債

資本合計共に１８０億７,３５９万５５５円であ

ります。 

 １０ページを御覧ください。 

 令和元年度の事業報告書でありますが、概況に

つきましては水道局長のほうから冒頭で説明させ

ていただきましたので省略させていただき、

１２ページをお開きいただきたいと存じます。 

 職員に関する事項について説明いたします。 

 令和元年度につきましては、平成３０年度と同

数の職員数２８人であります。また、水道事業支

弁職員は、損益勘定支弁職員が２３人、資本勘定

支弁職員が３人で、前年度と比較して１名増とな

っております。これは、前年度の１名減員分を補

充したためであります。 

 １３ページから１７ページは、改良事業費であ

ります。 

 １７ページにあります合計欄のとおり、配水管

布設替事業など件数６７件で６億８,８９９万

８,８００円であります。 

 １８ページを御覧ください。 

 業務量を給水人口から有収率まででお示しして

おります。有収率につきましては、８９.４％で

前年度から１ポイント減少しております。 

 また、下段には、給水単価、給水原価を示して

おります。 

 次に、２０ページをお開きください。 

 ４会計の（２）企業債の状況でありますが、本

年度の借入額３億５７０万円、償還額３億

９,８２３万２２５円、その結果、当年度末企業

債残高は４６億６,８０４万５,３２９円となり、

前年度より９,２５３万２２５円の減となってお

ります。 

 ２１ページでございます。 

 消費税の経理処理方法を記載しております。続

きまして、２２ページを御覧ください。キャッシ

ュフロー計算書であります。１年間の現金収支を

性質別に記載したものであります。 

 １、業務活動によるキャッシュフローは、予算

第３条、収益的収支に係る現金の増減であり、２、

投資活動によりますキャッシュフローと、３、財

務活動によるキャッシュフローは、予算第４条、

資本的収支に係る現金の増減であります。 

 本年度は、資金が１,８９０万８,６３３円減少

し、前年度からの繰越現金と合わせ、資金期末残

高が１３億７,１０７万８,２０８円となっており

ます。 

 また、この資金残高が７ページにあります貸借

対照表の現金預金と一致するものであります。 

 ２３ページから２６ページまでは、収益的収支

及び資本的収支の明細書でございます。 

 次に、２７ページをお開きください。 

 （１）有形固定資産明細書は、１年間の固定資
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産の増減及び減価償却費の明細であります。 

 表内の④の年度末現在高、⑦の減価償却累計、

⑧の年度末償却未済高がそれぞれ７ページの貸借

対照表の有形固定資産と一致するものであります。 

 （２）無形固定資産の水利権には、川内川水利

権申請に係ります委託料を計上しているところで

ございます。 

 ２９ページから３８ページは、地域別の企業債

明細書であります。 

 ３９ページと４０ページには、注記表になって

いるところでございます。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたが、これより質疑に入ります。御質

疑願います。 

○委員（福元光一）今の説明で、資本合計と負

債合計が一緒と聞こえたんですけど、そこのとこ

ろをもう一回説明してみてください。 

○水道管理課長（今井功司）最後の合計のと

ころで、資産合計が同額で１８０億７,３５９万

５５５円ということで発言いたしました。 

○委員（福元光一）同額ですか。 

○水道管理課長（今井功司）資本合計と負債

資本合計が同額になるということでございます。 

○委員（福元光一）局長に、先ほどの質問の件

で、水道事業で減益減収になっているということ

があったんですけど、今後、水道事業としては、

先ほどの温泉給湯事業みたいに一事業として成り

立っていかないような気がするんですよ、水道事

業も。そこ今後の対策、どう考えておられますか。 

○水道局長（新屋義文）先ほどの例では、元

年度の業績につきましては減収減益というふうに

お答え、御説明いたしました。 

 まず、減収のほうですけれども、１０ページに

記載のとおり、給水人口が減ってまいりますと使

用料が減ります。ただし、契約件数が増えていま

すので、基本料金が増えるという部分でバランス

的に、全体的に収入が減ったということ。 

 それと、水道の場合も天候が影響しまして、天

気がよくなります、また、気温が高くなりますと

水道使用料が増えるという、そういう部分もあり

ますので、そういったことで主には人口減少が今

後も続くであろうということは、水量も減るであ

ろうということは予測されております。 

 また、利益のほうですけれども、営業費用が今

回増えました。その主なものとして、減価償却費

と減耗費があります。これについては、現金が支

出を伴わない費用であります。これの部分が増え

て お る の が １ , ５ ０ ０ 万 円 ほ ど 。 全 体 で

３,０００万円超えのうちの半分は減価償却費が

年度ごとによって違ってまいりますので、その辺

で費用が重なったということもありますが、施設

が古くなってまいりますと修繕料が増えてまいり

ますので、傾向的には、やはり費用というのは増

えていくであろうということでありますが、今回、

平成２８年度の料金改定から、増収、増益的なと

ころがございましたけれども、現在までも支出に

つきましては、精査しながら費用を減らしていく、

減額していく。例えば、更新についてもダウンサ

イジング等をやっていくという方向でおります。 

 委員から、今後、独立採算性ができないんじゃ

ないかという御質問がございましたけれとも、今

現状で営業成績を見ますと、他の自治体に比べお

おむね良好というか、経営状況であります。 

 これまでも一般会計からの基準外の支出は求め

ておりませんで、独立採算性を堅持してまいりま

した。起債につきましても、毎年減額になるよう

な形での起債を心がけておりますので、毎年、起

債残高も減っていっている状況であります。 

 結論としまして、現状、平成２８年に水道事業

計画を立てました。その計画に基づいて財政計画

を順調に、今現在は進行しているという認識でお

ります。今後とも財政を減らしながら、収入は確

保しながら経営していきたいというふうに考えて

おります。 

○委員長（中島由美子）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め

ます。 

 これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 これより、採決に入りますが、本案については、

剰余金処分と決算の認定の二つの表決が必要とな

る案件でありますので、それぞれについて採決を

行います。 

 まず、本案のうち、令和元年度薩摩川内市水道
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事業剰余金処分について採決します。 

 本剰余金処分を原案のとおり可決すべきものと

認めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。 

 よって、本剰余金処分は、原案のとおり可決す

べきものと決定しました。 

 次に、令和元年度薩摩川内市水道事業会計決算

について採決します。 

 本決算を認定すべきものと認めることに御異議

ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕  

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。 

 よって、本決算は認定すべきものと決定しまし

た。 

 以上で、水道管理課及び水道工務課の審査を終

わります。 

────────────── 

△下水道課の審査 

○委員長（中島由美子）次は、下水道課の審

査に入ります。 

────────────── 

△議案第１２３号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出

決算） 

○委員長（中島由美子）審査を一時中止して

おりました議案第１２３号決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算）

を議題とします。 

 まず、決算の概要について、局長の説明を求め

ます。 

○水道局長（新屋義文） 決 算 附 属 書 の

１７３ページを御覧ください。 

 まず、一般会計についてでございます。 

 １の地域下水処理事業では、下の表にあります

とおり、設置後２９年経過の永利処理区及び設置

後３３年経過の鹿島処理区の地域下水処理施設の

維持管理を行いました。 

 特に、老朽化の著しい鹿島処理区につきまして

は、今後の処理方法等をどのようにすべきかを検

討する鹿島浄化センター再構築基本検討業務委託

を行ったところでございます。 

 次に、１７４ページを御覧ください。 

 ２の小型合併処理浄化槽整備補助事業について

でありますが、アの補助基数等の表の計の欄にあ

りますとおり、令和元年度は３９５基の設置に対

し補助金を交付したところでございます。 

 次に、１７５ページ、３の特別会計への繰出金

につきましては、主に施設整備に係る地方債の元

金及び利子償還に係る経費として四つの特別会計

に対し合計５億４,７４５万５,９１１円を支出し

ました。 

 次に、その下４の雨水ポンプ場事業は、公共下

水道の供用区域外に設置しております中郷及び平

佐ポンプ場の維持管理経費であり、大雨等の災害

時に問題なく運転できるよう適正な管理を行いま

した。 

 次に、１７６ページをお開きください。 

 ５の都市下水路事業は、川内地域の公共下水道

の供用区域外にございます。表に記載の四つの都

市下水路の維持管理を行ったところであり、その

下、６の下水道管理費では下水道事業の実施に伴

います一般職員９名及び再任用職員１名の給与費

等の支出のほか、説明文の二つ目のぽつ及び下の

表にありますとおり、既存の専用住宅から下水道

への接続に対し、２１件の公共下水道等接続補助

金を交付したところでございます。 

 なお、生活排水処理対策強化期間は令和元年度

をもって終了しましたが、既存の単独処理浄化槽

等からの公共下水道への接続を今後も促進してい

く必要があることから、この公共下水道等接続補

助金につきましては、令和２年度移行も継続する

こととしたところでございます。 

 次に、１７７ページを御覧ください。 

 公共下水道事業特別会計について御説明します。 

 まず、１の公共下水道処理施設管理では、次の

１７８ページの表にありますとおり、川内処理区

と上甑処理区に係る処理施設、管路のほか、

１７７ページ下の表にあります向田ポンプ場の維

持管理を行ったところであり、説明文、三つ目の

ぽつにありますとおり、川内処理区及び上甑処理

区の下水道処理施設の維持管理に係る包括的民間

委託のほか、四つ目のぽつに記載のとおり、中

甑・中野処理区の下水道施設情報管理システム構

築業務委託、公営企業会計課業務として固定資産

評価等を行ったところでございます。 
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 なお、公共下水道事業特別会計につきましては、

この後説明します農業集落排水事業特別会計及び

下水道集落排水事業特別会計とともに、本年４月

１日から公営企業会計への移行に伴い、同年３月

末をもって特別会計を廃止いたしました。 

 次に、右側１７９ページを御覧ください。 

 ２の公共下水道整備につきましては、二つ目の

ぽつに記載のとおり、川内処理区では平佐第２地

区の管渠整備、舗装復旧工事、宮里浄化センター

のポンプ棟及び水処理施設の建設工事を、上甑処

理区では中甑・中野浄化センターの長寿命化対策

工事を、長浜地区では浄化センターの用地購入、

汚水管詳細設計業務委託及び管渠整備を行ったと

ころでございます。 

 次に、３の公債費につきましては、施設整備等

に伴う起債に係る元利償還金を一般会計からの繰

入金等を財源に支出しております。 

 なお、この後の各特別会計におきましても公債

費の支出がございますが、説明を割愛させていた

だきます。 

 次に、１８０ページを御覧ください。 

 農業集落排水事業特別会計でございますが、

１の農業集落排水処理施設管理では、次の

１８１ページまでの表に記載のとおり、城上処理

区など五つの処理区の処理施設の適正な管理に努

めたところでございます。 

 次に、１８２ページを御覧ください。 

 ２の農業集落排水処理施設整備として、表に記

載のとおり、入来中部及び城上処理区に係る機能

強化対策工事を行いました。 

 続きまして、１８３ページを御覧ください。 

 漁業集落排水事業特別会計です。 

 １の漁業集落排水施設管理では、下の表にござ

いますように、上甑地域の平良処理区、下甑地域

の片野浦及び手打処理区の処理施設の適正な維持

管理に努めたところでございます。 

 最後に、１８４ページを御覧ください。 

 浄化槽事業特別会計についてでありますが、

１の浄化槽施設管理では、上甑地域の江石地区を

はじめ４地区で整備いたしました市町村設置型浄

化槽の適正な維持管理に努めたところでございま

す。 

○委員長（中島由美子）引き続き、当局の補

足説明を求めます。 

○下水道課長（今村淳一）それでは、各会計

歳入歳出決算書の１３５ページをお開きください。 

 ４款２項４目地域下水処理費は、下水処理施設

の維持管理及び小型合併処理浄化槽設置に係る補

助金交付等に係る経費であり、支出済額は１億

４,０８０万３,９２５円、内訳につきましては、

備考欄記載のとおり、下水処理施設管理費で、鹿

島浄化センター再構築基本検討業務委託外８件、

小型合併処理浄化槽整備補助事業費では、

１３７ページをお開きいただき、備考欄の上から、

水道局お客様センターへの上下水道・温泉事業窓

口等関連業務委託のほか、小型合併処理浄化槽設

置整備への補助金３９５件、また浄化槽費は、浄

化槽事業特別会計繰出金です。 

 次に、全額未執行となった２３節償還金利子及

び割引料につきましては、過年度使用料過誤納等

に係る還付金がなかったためのものでございます。 

 次に、１４７ページをお開きください。 

 ６款３項４目農業集落排水費の支出済額は

９,７３８万２,０００円、農業集落排水事業特別

会計繰出金として支出したものです。 

 次に、１５１ページをお開きください。 

 同じく、５項５目漁業集落排水費の支出済額は

６,１３４万１,０００円、漁業集落排水事業特別

会計繰出金として支出いたしました。 

 次に、１６９ページをお開きください。 

 ８款５項４目下水道費の支出済額は４億

７,３１３万７,９２２円、内訳につきましては、

下水道管理費では、１０人分の職員給与費、公共

下水道等接続補助金２１件分です。都市下水路管

理費は、住連木１号幹線人孔改築工事３１─２外

１件、ポンプ場管理費では、中郷ポンプ場・平佐

ポンプ場維持管理業務委託外３件、公共下水道費

では、公共下水道事業特別会計繰出金であります。 

 次に、別冊の議会資料、５０万円以上の節款流

用一覧を御準備いただき、３ページをお開きくだ

さい。 

 本課における５０万円以上の節間流用は、一般

会計につきましては３４番の１と２の１件であり

ます。 

 ３４番は、永利浄化センターの水処理を行う機

器である微細目スクリーンという機器が故障し、

早急な取替えが必要となったものですが、修繕料

に不足が生じたことから、事項、地域下水処理費
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の１５節工事請負費から２５万円、１３節委託料

から１７０万８,０００円を同事項、１１節需用

費に合計１９５万８,０００円予算流用し、予算

執行したものであります。 

 続きまして、歳入について説明いたしますので、

決算書に戻っていただき、１７ページをお開きく

ださい。 

 １４款１項３目１節衛生使用料のうち、下水道

課分の収入済額は、備考欄右下の下水施設使用料

（永利）から、次の１９ページをお開きいただき、

下水施設使用料滞納繰越分（鹿島）までの合計

２,０５６万３２０円、収入未済額のうち、下水

道課分は４３万４,６００円となり、滞納繰越し

として、現在、徴収に努めております。 

 次に、２１ページをお開きください。 

 同じく１項６目土木使用料３節都市計画使用料

のうち、下水道課分は、備考欄一番下の都市下水

路占用料５,７６０円です。 

 次に、２７ページをお開きください。 

 同じく、２項３目１節衛生手数料のうち、下水

道課分は、備考欄の下から２行目の排水設備計画

確認等手数料など２万４,４００円です。 

 同じく、２節督促手数料は施設使用料に係る督

促手数料で、全額下水道課分です。収入済額は

１万６,９００円で、収入未済額５,７００円につ

きましては、滞納繰越しとして、現在、徴収に努

めております。 

 次に、３３ページをお開きください。 

 １５款２項３目２節清掃費補助金のうち、下水

道課分の収入済額は、地方創生汚水処理施設整備

推進交付金３,３４２万８,０００円です。小型合

併処理浄化槽設置に係ります国の交付金でありま

す。補助率は３分の１となっております。 

 次に、４１ページをお開きください。 

 １６款２項３目３節清掃費補助金のうち、下水

道課分の収入未済額は、浄化槽整備事業交付金

６０４万２,０００円です。小型合併処理浄化槽

設置に係る県の合併処理浄化槽設置整備事業交付

金になります。補助率は３分の１ですが、財政力

指数により調整されております。 

 次に、５３ページをお開きください。 

 １７款１項２目１節利子及び配当金のうち、下

水道課分は、備考欄の下から２行目の下水道への

接続を支援するための下水道整備貸付基金利子収

入８７７円です。 

 次に、３７２ページをお開きください。 

 出資による権利ですが、下水道課分は、下から

４番目の県環境保全協会出捐金１１５万円です。

決算年度中の増減はありません。 

 同じく、決算書の３７７ページをお開きくださ

い。 

 下水道課分は、運用資金の一番下の下水道整備

貸付基金１億２,０００万円ですが、決算年度中

の増減はありません。 

 続きまして、基金運用状況調書について説明い

たしますので、３８５ページをお開きください。 

 七、下水道整備貸付基金は、下水道への接続に

必要な資金の貸付けを行い、下水道への接続促進

を図ることを目的としている基金で、基金総額は

１億２,０００万円です。 

 令和元年度中の新たな貸付けは、２の（５）の

貸付の状況の表の上から２行目のとおり、件数は

２件、貸付金額は２３９万４,０００円、年度末

において貸付合計は８名に貸付け中となっており、

令和元年度末の貸付金額は５３５万３,６００円

となり、現金の３月末の残高は１億１,４６４万

６,４００円となっております。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

○委員（福元光一）下水道料金の滞納は説明が

あったんですけど、この対策はどう考えておられ

ますか、今後。まだ金額的には小さいんですけど、

これが大きくなった場合、どういうふうに考えて

おられますか。 

○下水道課長（今村淳一）滞納に関する質問

でした。 

 滞納に関しましては、お客様センターというと

ころで料金徴収を委託しておりまして、そちらと

連携を取りまして、滞納金額が小さいうちに少し

でも取っていこうという形で進めております。金

額が膨らんでいきますとなかなか返しにくい状態

が発生していきますので、膨らんでしまった場合

には分納誓約等々を取りまして、少しずつでもき

ちんと返していっていただくように働きかけてい

るところです。 

○委員（福元光一）上水道の場合は、やっぱり

滞納しても止めるわけにはいかんわけでしょう、
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上水道は。公共下水の滞納も、止めるわけにはい

かんし、そうすると逃げ得みたいなふうになって

くると大変なことになってくると思いますから、

滞納を、もうとにかくいろんな対策を練って滞納

しないように、何らかの対策を取っていただきた

いと思います、今後ですね。 

○委員長（中島由美子）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め

ます。 

 ここで、本案の審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第１２６号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市公共下水道事業特

別会計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子） 次 に 、 議 案 第

１２６号決算の認定について（令和元年度薩摩川

内市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算）を議

題といたします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○下水道課長（今村淳一）それでは、決算書

の２３２ページをお開きください。 

 令和２年４月１日に公共下水道事業について地

方公営企業法が適用されたことにより、令和２年

３月３１日をもって特別会計を打ち切り決算した

ことから、歳入歳出差引残額を地方公営企業会計

に引き継いだこと及び本決算における収入未済額

及び不用額には打ち切り決算による未収金と未払

い金が含まれている旨を表記しており、出納整理

期間である令和２年４月及び５月での間の収入額

を未収金として、また同期間において公営企業に

会計を引き継いで支払い処理した支出額を未払い

金として表記しております。 

 なお、この表記につきましては、この後御審議

いただきます農業集落排水事業及び漁業集落排水

事業でも同様ですので、そちらでの説明は割愛さ

せていただきます。 

 それでは、歳入歳出決算について説明いたしま

すので、２４０ページをお開きください。 

 まず、歳出について説明いたします。 

 １款１項１目一般管理費は公共下水道事業の管

理に要する経費で、支出済額は１億５３３万

７,１６５円であります。 

 内訳につきましては、備考欄記載のとおり、宮

里浄化センター等包括的維持管理業務委託外

１９件です。前年度から繰越ししました３３４万

８,０００円は、地方公営企業法の一部適用に係

る例規整備業務委託を行いました。 

 なお、打ち切り決算処理しました未払い金につ

きましては、備考欄に節ごとに表記しております。 

 次に、２款１項１目施設整備費は公共下水道事

業の整備に要する経費で、支出済額は５億

９,４６４万７,３２７円です。 

 なお、１３節委託料では宮里浄化センター水処

理施設増設工事委託８,８３０万円を逓次繰越し

し、同じく向田中継ポンプ場での増設工事建設工

事委託では５,８００万円の繰越明許、１５節工

事請負費では平佐第２地区及び長浜地区の管渠築

造工事の１億４,６５７万６,０００円を翌年度へ

繰越明許いたしました。 

 支出の内訳につきましては、職員１名分の給与

費のほか、宮里浄化センター水処理施設建設工事

委託外７件と、長浜地区汚水幹線管渠築造工事

３１─１外２２件などであり、委託料のうち、前

年度からの繰越明許費分３,９００万円では、長

浜地区の汚水管詳細設計及び中甑・中野浄化セン

ターの長寿命化対策工事委託を実施し、継続費繰

越し分１億１,３００万円は、宮里浄化センター

ポンプ棟建設工事委託及び同じく宮里浄化セン

ター水処理施設建設工事委託を実施いたしました。 

 工事請負費の繰越明許費分１億５,５８６万

５,０００円につきましては、平佐地区及び長浜

地区における管渠築造工事を実施した分でござい

ます。 

 なお、１７節公有財産購入費におきましては、

長浜地区におきまして、浄化センター用地として

３,４４８平方メートルの土地と、非常用発電機

室を建設する用地２０６.８３平方メートルの合

計３,６５４.８３平方メートルを取得いたしまし

た。 

 次に、３款１項公債費の支出済額は、１目元金

及 び ２ 目 の 利 子 の 合 計 ３ 億 ４ , ２ ４ ８ 万

６,２９０円です。施設整備時に借り入れました

長期債の元利償還金です。 

 続きまして、歳入について説明いたしますので、

前に戻っていただきまして、２３４ページをお開

きください。 

 １款１項１目１節公共下水道事業分担金は、上
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甑処理区の接続に伴う受益者分担金ですが、同処

理区におきまして新規の接続がなかったことによ

り、収入未済額はゼロ円です。 

 同じく、２項１目１節公共下水道事業負担金の

収入未済額は９５８万１,７５０円、川内処理区

の公共下水道事業受益者負担金です。２８万円の

収入未済額ですが、全額未収金として整理期間中

に収納済みです。 

 同じく、２節公共下水道事業負担金滞納繰越分

の 収 入 済 額 は ３ 万 円 、 収 入 未 済 額 ３ ８ 万

９,０００円のうち５,０００円につきましては整

理期間中に収納済みですが、残りの分につきまし

ては、現在、徴収に努めているところであります。 

 次に、２款１項１目１節公共下水道施設使用料

の収入済額は１億３,５１５万１,１７０円、川内

処理区と上甑処理区の公共下水道施設使用料が主

なものであり、収入未済額は５０９万８５０円と

なっておりますが、これには、備考欄の中ほど辺

りの未収金１０８万６,４４０円が含まれており

ます。収入未済分につきましては、滞納繰越しと

して、現在、徴収に努めております。 

 同じく、２節公共下水道施設使用料の収入済額

は９,０８０円でした。公共下水道施設への占用

料になります。 

 次に、２項１目１節指定等手数料の収入済額は

２万４,０００円で、排水設備指定工事店の指定

手数料であります。 

 ２３６ページをお開きください。 

 同じく、２節確認手数料の収入済額は２７万

５,５００円、排水設備計画の確認等に伴う手数

料であります。 

 次に、２目１節督促手数料の収入済額は８万

４００円で、施設使用料の督促手数料であり、収

入未済額につきましては、施設使用料に併せて徴

収に努めているところであります。 

 次に、３款１項１目１節公共下水道事業費補助

金の収入済額は２億６,１９７万２,０００円で、

川内処理区宮里浄化センターのポンプ棟建設工事

に係る地方創生汚水処理施設整備推進交付金と平

佐第２地区及び長浜地区並びに上甑の中甑・中野

浄化センターの長寿命化対策工事に係る社会資本

整備総合交付金です。公共下水道事業費補助金の

補助率は、管渠及びポンプ場施設が５０％、水処

理施設については５５％となっております。収入

未済額の１億１,６８０万９,０００円は、逓次繰

越し及び明許繰越しした事業に係るものでござい

ます。 

 次に、４款１項１目１節一般会計繰入金で、

３億８,２８０万１,０００円でした。 

 次に、５款１項１目１節前年度繰越金の収入済

額は３８万３,０００円で、前年度からの繰越事

業費等財源充当繰越金でございます。 

 次に、６款２項１目１節雑入の収入済額は

１,２３２万１,１５４円で、消費税及び地方消費

税の還付金が主なものでございます。 

 次に、２３８ページをお開きください。 

 ７款１項１目１節公共下水道事業債の収入済額

は２億６,１５０万円で、川内処理区宮里浄化セ

ンターのポンプ棟建設工事や平佐第２地区及び長

浜地区の管渠築造工事等に係る下水道事業債で、

充当率は１００％です。 

 同じく、２節の辺地対策事業債の収入済額は

５,６１０万円、中甑・中野浄化センターの長寿

命化対策工事及び長浜地区の管渠築造工事等が対

象となっており、充当率は１００％です。 

 次に、８款１項１目１節公共下水道施設整備促

進事業交付金の収入済額は１３６万８,０００円

で、長浜地区の下水道整備に係る県の公共下水道

施設整備促進事業交付金でございます。 

 次に、９款１項１目１節物品売払収入の収入済

額は２万９３０円で、不要となりました汚泥を運

搬するための金属製コンテナを処分したものであ

ります。 

 次に、２４４ページをお開きください。 

 実質収支に関する調書でございます。 

 歳入総額１１億２,１６１万８,０００円、歳出

総額は１０億４,２４７万１,０００円、歳入歳出

差引額７,９１４万７,０００円のうち、翌年度へ

繰り越すべき財源として継続費逓次繰越額１万円、

繰越明許費繰越額９万６,０００円の計１０万

６ , ０ ０ ０ 円 を 差 し 引 い た 実 質 収 支 額 は

７,９０４万１,０００円でございます。 

 なお、この実施収支につきましては、令和２年

４月１日に下水道事業会計に引き継いでおります。 

 続きまして、３６９ページをお開きください。 

 財産に関する調書について説明いたします。 

 １、公有財産、（１）土地及び建物の調書であ

りますが、下水道課分は、行政財産の下のほうの
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公 共 用 財 産 の そ の 他 の 増 分 １ ３ 万

２ , １ ８ ３ . ６ ４ 平 方 メ ー ト ル の う ち 、

３,６５４.８３平方メートルとなります。先ほど

説明いたしました長浜地区の処理施設用地等を記

載しております。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたが、これより質疑に入ります。御質

疑願います。 

○委員（川畑善照）向田ポンプ場、今の文化

ホールのあそこが昭和４７年度にできて、維持管

理処置をしたということですが、これ、耐久年数

は何年かかるのかということと、今後、来年１月

には解体の予定に入ってくると思うんですよね、

文化ホールが。そうなったときに、この管理と連

携はどうするのかなと思って。 

○下水道課長（今村淳一）今、御質問があり

ましたのは、向田ポンプ場のお話になると思いま

す。 

 向田ポンプ場につきましては確かに老朽化して

おりまして、大体鉄筋コンクリートの一般的な耐

用年数というのは５０年とか言われておりまして、

施設自体もかなり老朽化が進んでおります。一部

耐震化が不足しているところもございまして、あ

の施設につきましては、今、なくてはならない施

設ですので、延命化を図るような対策をこれから

検討していきます。その結果、場合によっては建

て替えたほうがいいという結論も出るかもしれま

せんけれど、そこに関しまして、まだ具体的には

方向性は決まっていないんですが、あの用地の中

でどうにか工夫してやっていかざるを得ないんで

はないかと我々は考えております。 

○委員（川畑善照）いずれにしても、５０年も

経過していっていますので、やはり新規にするべ

きじゃないかなと思うし、新しい設備に替えたほ

うがいいような気がするもんですから、一応、要

望として申し上げたいと思います。 

○水道局長（新屋義文）今、先ほど課長が申

しましたように、やはり建て替えなくても、中の

耐震化を図り、機械設備の更新のほうが新設より

も安いという部分が出てきますと、やはりそこは

費用対効果で、建て替えをせずに維持していくと

いう考え方も出てくるかと思います。今後の検討

とさせていただければと思っております。 

○委員（永山伸一）公共下水道なんですが、こ

れだけではないんですが、ほかの部分も。公営企

業会計に今度移ったということですんで、打ち切

って、元年度は。経営成績をしっかりと見極めて

いかなければならんというのが、やっぱり今後の

大きな課題であろうと思っています。 

 その部分で、やっぱり問題なのが使用料の徴収

率が一つ。それから、問題なのは接続率です。公

共下水道にしたらみんなつなぐのかなと思ったら、

川内の人たちって結構つないでいないんですよね。

やっぱりつなぎだすとまた使用料の今度は未収が

増えるのかなという、もう逆な不安もあるんです

が。 

 やはり今後を考えると、きちっとＰＲして接続

率を高める、それから徴収率をやはり─努力さ

れているのは、それは上下水道両方ですけれども、

お客様センターを設置した関係で徴収率が上がっ

てきているのは、これは当たり前のことなんです。

本当だったら、お客様センターへの費用負担を考

えれば、費用対効果を考えれば、もっと徴収率が

上がっていいはずだというふうに言わざるを得な

いわけで、現に、我々としては。 

 そういう部分を今後しっかりと課内でも協議を

しながら、お客様センターとの、ただもう徴収は

お任せではなくして、やはりそこら辺はしっかり

と連携を取って、経営成績を上げるということが

とにかく何よりも一番大事かと思っていますので。

そこら辺は監査意見でも出ていますんで。 

 そこら辺は十分今後課内でも検討して、まず加

入率を上げる、それから使用料の徴収率を上げる、

そうすることが経営の安定につながっていくわけ

ですので、そのようなことで、ぜひ取組をお願い

したいというふうに要望しておきます。 

○委員長（中島由美子）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め

ます。 

 これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 
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○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、本決算は認定すべきものと決定しま

した。 

────────────── 

△議案第１２７号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市農業集落排水事業

特別会計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子）次 に 、 議 案 第

１２７号決算の認定について（令和元年度薩摩川

内市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算）を

議題といたします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○下水道課長（今村淳一）それでは、決算書

の２５５ページをお開きください。 

 まず、歳出について説明いたします。 

 １款１項１目一般管理費は農業集落排水事業の

管理に関する経費で、支出済額は３,９９９万

６６７円、内訳につきましては、備考欄記載のと

おり、里浄化センター外維持管理業務委託外

１５件が主なものであります。 

 次に、２款１項１目施設整備費は農業集落排水

施設の機能強化に係る経費で、支出済額は

３,８０３万２,４００円、内訳は、備考欄記載の

とおり、機能強化対策工事薩摩川内地区（入来中

部）３１─１工区外１件が主なものであります。 

 次に、３款１項公債費の支出済額は１目元金及

び２目利子の合計９,５３４万１,６７５円、施設

整備時に借り入れました長期債の元利償還金であ

ります。 

 続きまして、歳入について説明いたしますので、

前に戻っていただき、２４９ページをお開きくだ

さい。 

 １款１項１目１節農業集落排水事業分担金の収

入済額は１３万円、城上及び祁答院中央処理区の

農業集落排水事業分担金であります。 

 次に、２款１項１目１節農業集落排水施設使用

料の収入済額は４,７４８万４,０９０円、城上処

理区外４処理区の農業集落排水施設使用料であり

ます。 

 収入未済額１１２万２,７９０円ですが、これ

には、備考欄の中ほど辺り、未収金３４万

１,７５０円が含まれております。収入未済分に

つきましては、現在、滞納繰越分として徴収に努

めているところでございます。 

 次に、２５１ページをお開きください。 

 ２項１目２節確認手数料は、排水設備計画の確

認等に伴う手数料です。 

 同じく、２目１節督促手数料の収入済額２万

８,６００円は施設使用料の督促手数料であり、

収入未済額１万４,９００円には、備考欄のとお

り、未収金２,７００円を含んでおり、残りにつ

きましては滞納繰越分として、現在、徴収に努め

ているところでございます。 

 次に、３款１項１目１節農業集落排水事業費補

助金の収入済額は２１２万８,０００円です。県

の補助金である農業集落排水施設整備促進事業交

付金です。収入未済額につきましては、工事請負

費の繰越明許に伴うものでございます。 

 次に、４款１項１目１節は、一般会計からの繰

入金９,７３８万２,０００円でございます。 

 次に、６款２項１目１節雑入の収入済額３２万

２,５９６円は、原子力立地給付金であります。 

 次に、７款１項１目１節農業集落排水事業債の

収入済額１,４１０万円は、機能強化対策工事等

に係る農業集落排水事業債です。 

 次に、同項同目３節過疎対策事業債の収入済額

２７０万円は、入来中部地区の工事が対象となっ

ております。 

 次に、２５３ページをお開きください。 

 ９款１項１目１節農業集落排水事業補助金の収

入済額１,９００万３,０００円は、国の農山漁村

地域整備交付金です。収入未済額の７７６万

５,０００円は、繰越しに伴うものでございます。 

 次に、２５７ページをお開きください。 

 実質収支に関する調書でございます。 

 歳入総額が１億８,３３０万２,０００円、歳出

総額は１億７,３３６万５,０００円、歳入歳出差

引額９９３万８,０００円、これから翌年度に繰

り越すべき財源９万５,０００円を差し引きまし

た実質収支額は９８４万２,０００円であります。 

 なお、この実施収支につきましては、令和２年

４月１日に下水道事業会計に引き継いでおります。 

○委員長（中島由美子）これより質疑に入り

ます。御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま

す。 

 これより討論、採決を行います。 
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 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、本決算は認定すべきものと決定しま

した。 

────────────── 

△議案第１２８号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市漁業集落排水事業

特別会計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子）次 に 、 議 案 第

１２８号決算の認定について（令和元年度薩摩川

内市漁業集落排水事業特別会計歳入歳出決算）を

議題といたします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○下水道課長（今村淳一）それでは、決算書

の２６６ページをお開きください。 

 まず、歳出について御説明いたします。 

 １款１項１目一般管理費は、漁業集落排水事業

の 管 理 に 関 す る 経 費 で あ り 、 支 出 済 額 は

２,２９３万６,００８円、内訳につきましては、

備考欄記載のとおり、手打浄化センター外維持管

理業務委託外１５件であります。 

 次に、３款１項公債費の支出済額は１目元金及

び２目利子の合計５,１８３万９,８４７円、施設

整備時に借り入れました長期債の元利償還金であ

ります。 

 なお、以上説明いたしました歳出執行に当たり

まして、５０万円以上の予算流用で対応いたしま

した状況について説明いたしますので、別冊の議

会資料、５０万円以上の節間流用一覧を御準備い

ただき、３ページを御覧ください。 

 本課における５０万円以上の節間流用は、漁業

集落排水事業特別会計におきましては３５番の

１と２の１件であります。 

 ３５番は、同特別会計におきまして消費税の中

間納付を行うに当たり、当初見込んでおりました

額よりも納付額が増えたことから公課費に不足が

生じたため、同特別会計の一般管理費の１１節需

用費から４９万４,０００円、１３節委託料から

２６万円を同事項２７節公課費に合計で７５万

４,０００円予算流用し、予算執行したものでご

ざいます。 

 続きまして、歳入について説明いたしますので、

決算書に戻っていただき、２６２ページをお開き

ください。 

 １款１項１目１節漁業集落排水事業分担金の収

入済額は１６万円です。手打処理区の漁業集落排

水事業分担金であります。 

 次に、２款１項１目１節漁業集落排水施設使用

料の収入済額は１,７２４万４８０円、平良処理

区外２処理区の漁業集落排水施設使用料でありま

す。収入未済額１６万６,４８０円となっており

ますが、備考欄の未収金３万１,６５０円を含ん

だ額となっております。 

 なお、収入未済額につきましては滞納繰越し分

として、現在、徴収に努めております。 

 次に、２項１目１節確認手数料の収入済額は

２万８,０００円です。排水設備計画の確認等に

伴う手数料であります。 

 同じく、２目１節督促手数料の収入済額は

４,４００円、施設使用料の督促手数料であり、

収入未済額３,４００円には、備考欄記載のとお

り、３００円の未収金を含んでおります。収入未

済額につきましては滞納繰越し分として、現在、

徴収に努めております。 

 次に、２６４ページをお開きください。 

 ４款１項１目１節一般会計からの繰入金の収入

済額は６,１３４万１,０００円でございます。 

 次に、６款２項１目１節雑入の収入済額は

１５万４,２２４円、原子力立地給付金でありま

す。 

 次に、２６８ページをお開きください。 

 実質収支に関する調書でございます。 

 歳入総額７,８９２万８,０００円、歳出総額は

７,４７７万６,０００円、歳入歳出差引額及び実

質収支額は４１５万２,０００円であります。 

 なお、この実質収支につきましては、令和２年

４月１日に下水道事業会計に引き継いでおります。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたが、これより質疑に入ります。御質

疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま
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す。 

 これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、本決算は認定すべきものと決定しま

した。 

────────────── 

△議案第１２９号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市浄化槽事業特別会

計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子） 次 に 、 議 案 第

１２９号決算の認定について（令和元年度薩摩川

内市浄化槽事業特別会計歳入歳出決算）を議題と

いたします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○ 下 水 道 課 長 （ 今 村 淳 一 ） 決 算 書 の

２７５ページをお開きください。 

 歳出について説明いたします。 

 １款１項１目一般管理費は上甑地域の市町村設

置型浄化槽の管理に関する経費で、支出済額は

９４７万３,６２８円であります。 

 内訳につきましては、備考欄記載のとおり、上

甑地域戸別合併処理浄化槽維持管理業務委託であ

ります。 

 なお、２３節償還金利子及び割引料で執行がな

かったのは、過年度使用料過誤納等に係る還付金

がなかったことにより、全額未執行となったもの

であります。 

 次に、３款１項公債費の支出済額は１目元金及

び２目利子の合計２９６万９,６１３円、施設整

備時に借り入れました長期債の元利償還金であり

ます。 

 続きまして、歳入について説明いたしますので、

前に戻っていただき、２７３ページをお開きくだ

さい。 

 １款１項１目１節浄化槽事業分担金の収入済額

はゼロ円です。年度内において、新たな浄化槽の

接続がなかったためのものです。 

 次に、２款１項１目１節浄化槽排水施設使用料

の収入済額は６５１万３０円、上甑地域の浄化槽

排水施設使用料であります。収入未済額９万

３,６２０円は、滞納繰越分として、現在、徴収

に努めております。 

 次に、２項１目１節確認手数料は収入済額がゼ

ロ円で、新設分がなかったためのものであり、同

じく、２目１節督促手数料は、施設使用料に係る

督促手数料です。収入済額は１,３００円となり、

収入未済額１,５００円につきましては滞納繰越

分として、現在、徴収に努めております。 

 次に、４款１項１目１節は、一般会計からの繰

入金５９３万１,９１１円となっております。 

 次に、２７７ページをお開きください。 

 実質収支に関する調書でございます。 

 歳 入 総 額 、 歳 出 総 額 と も １ , ２ ４ ４ 万

３,０００円となり、歳入歳出差引額及び実質収

支額はゼロ円であります。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたが、これより質疑に入ります。御質

疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま

す。 

 これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、本決算は認定すべきものと決定しま

した。 

 以上で、下水道課の審査を終わります。 

ここで、休憩します。再開は、おおむね

１３時半といたします。 

         ～～～～～～～～～ 

         午後０時１６分休憩 

         ～～～～～～～～～ 

         午後１時３０分開議 

         ～～～～～～～～～ 

○委員長（中島由美子）休憩前に引き続き、
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会議を開きます。 

────────────── 

△市民健康課の審査 

○委員長（中島由美子）次は、市民健康課の

審査を行います。 

────────────── 

△議案第１２３号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出

決算） 

○委員長（中島由美子）審査を一時中止して

おりました議案第１２３号決算の認定について、

令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算を議

題とします。 

 初めに、決算の概要について対策監の説明を求

めます。 

○医療福祉対策監（平原一洋）市民健康課の

令和元年の主要施策の成果につきまして概要を御

説明させていただきます。各会計歳入歳出決算附

属書の５６ページをお開きください。 

 市民健康課の令和元年度決算額につきましては

１１億８,４４２万８,３５４円となりました。ま

ず、１の保健医療対制の整備につきましては、救

急医療体制の充実では休日及び夜間における救急

医療を確保するため、病院群輪番制病院及び共同

利用型病院事業によりまして、市民への救急医療

の提供に努めるとともに、一次救急医療体制の充

実や休日夜間の小児・重症患者の対応のため、川

内市医師会等に対しましてその運営費の一部を補

助いたしております。 

 また、安心して子どもを産み育てることができ

る環境づくりを推進するため、地域周産期母子医

療センターとして認定されている済生会川内病院

に対しまして、運営費の一部を助成しております。 

 次に、５７ページから５９ページでございます

が、巡回診療の実施につきましては、離島、僻地

への特定診療科の医療を確保するため、眼科、耳

鼻咽喉科、皮膚科の無料の巡回診療事業を実施し

ております。 

 ３の健康づくりの促進では乳幼児、妊婦の健康

診断、健康教育等のほか健康増進法に基づきます

がん検診、健康相談等を実施いたしました。 

 それでは、６０ページをお開きください。 

 ４の感染症と予防対策では乳幼児期・青少年期

及び高齢者の感染症等を予防するため、定期予防

接種並びに任意の予防接種を実施しております。 

 それでは最後に、６１ページをお開きください。 

 国民健康保険直営診療施設勘定特別会計の決算

状況でございます。 

 国民健康保険直営診療施設勘定特別会計の令和

元年の決算額は８億３,５５０万２,５７０円とな

りました。 

 １の国民健康保険直営診療所の運営管理では主

な取組といたしまして、里診療所をはじめとして

６診療所の管理運営を行い、特定離島ふるさとお

こし推進事業及び国民健康保険調整交付金事業を

活用して、医療機器及び巡回診療所の整備等を図

っております。 

○委員長（中島由美子）引き続き、当局の補

足説明を求めます。 

○課長代理（久保淳一）各会計歳入歳出決算

書の１２７ページをお開きください。 

 ４款１項１目保健衛生総務費は支出済額９億

７,２１０万８,６１４円のうち、市民健康課分は

６億１,０５６万３,１８７円になります。 

 備考欄の事項のうち主なものについて御説明い

たします。 

 事項、保健衛生一般管理費は職員３２人に係る

人件費が主なものでございます。事項、予防接種

事故救済措置費は予防接種事故の被害者１名に対

する障害年金が主なものでございます。 

 事項、診療所管理費では、西方診療所の家屋解

体工事が主なものです。 

 事項、巡回診療事業費は甑島４地域における特

定診療が巡回診療に係る事業負担金等の経費が主

なものでございます。 

 続きまして、事項、保健対策推進事業費は、健

康づくり推進協議会及び食生活改善推進委員研修

会に伴う委員及び推進委員への謝金等が主なもの

でございます。 

 事項、地域医療対策費は、国民健康保険直営診

療施設勘定特別会計への繰出金や、病院群輪番制

病院運営事業に伴う補助金等が主なものです。な

お、２１節貸付金１３０万円の未執行につきまし

ては、甑地域医療従事者等奨学資金貸付金の該当

者がいなかったために、未執行となったものでご

ざいます。 

 次に、２目保健センター管理費は、支出済額

４,９０５万３,６４３円になります。備考欄の事
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項のうち主なものについて御説明いたしたいと思

います。 

 １２９ページをお開き願いたいと思います。 

 事項、すこやかふれあいプラザ管理費は、すこ

やかふれあいプラザの維持管理に係る委託料や光

熱水費が主なものでございます。なお、工事請負

費のすこやかふれあいプラザ屋根改修工事

２,０６４万８,０００円は、平成３０年度からの

繰越し分でございます。 

 また、同目の旅費及び委託料は、下甑健康管理

センター利活用事業として、また工事請負費は、

すこやかふれあいプラザ大会議室空調設備改修事

業としてそれぞれ平成２年度に繰越しさせていた

だいたものでございます。 

 事項、保健センター管理費は、本土地域４か所、

甑島地域２か所の保健センター等の維持管理に係

る委託料や光熱水費が主なものでございます。 

 次 に 、 ３ 目 保 健 指 導 費 は 支 出 済 額 ２ 億

３,０８５万３,８１８円になります。備考欄の事

項のうち主なものにつきましては、事項、保健指

導費は健康管理システム等保守委託及び同システ

ムの賃借料が主なものでございます。 

 事項、母子保健事業費は妊婦、乳幼児健康診査

に係る委託料や、不妊治療費と助成金が主なもの

でございます。 

 １３１ページお開き願いたいと思います。 

 事項、健康増進事業費は胃がんや乳がんなどの

検診の業務委託料が主なものです。 

 次に、４目予防費は支出済額２億８,６０７万

７,７８０円のうち、市民健康課分は感染症と予

防費の２億８,４９５万７,７０６円でございます。

これにつきましては、各種予防接種に係る委託料

及び予防接種に伴う補助金が主なものでございま

す。 

なお、以上、御説明いたしました歳出執行に

当たって５０万円以上の予算流用はございません

でした。 

 続きまして、歳入について御説明いたしますの

で、決算書の１５ページをお開き願いたいと思い

ます。 

 １３款２項２目衛生費負担金１節保健衛生費負

担金、未熟児養育医療負担は、養育医療に伴う保

護者の所得に応じた自己負担金でございます。 

 １７ページをお開き願いたいと思います。 

 １４款１項３目衛生使用料１節衛生使用料は、

備考欄の下段に市民健康課分がございます。すこ

やかふれあいプラザ及び樋脇保健センターの利用

に伴う施設使用料が主なものです。なお、収入未

済額４３万６,１００円のうち１,５００円が市民

健康課分になります。これにつきましては、西方

診療所敷地内のおける電話柱の行政財産収入で、

出納整理期間中に未納が判明し、納付書の再発行

をしたところでございますが、金融機関が県外で

の取扱いということで、納入が間に合わなかった

ことにより収入未済となったものでございます。

現在、徴収に努めているところでございます。 

 ３１ページをお開き願いたいと思います。 

 １５款１項２目衛生費負担金２節保健衛生費負

担金の未熟児養育医療費等負金は、未熟児養育医

療に係る国庫負担金で補助率は２分の１でござい

ます。 

 次の３３ページお開き願います。 

 同じく２項３目衛生費補助金１節保健衛生費補

助金は、産婦検診審査事業などの実施に伴う国庫

補助金でございまして、妊娠、出産包括支援事業

補助金及び産婦健康診査事業補助金が、補助率が

２分の１となっております。母子保健情報連携シ

ステム改修補助金は３分の２でございます。 

 続きまして、３７ページをお開き願いたいと思

います。 

 １６款１項２目衛生費負担金１節保健衛生費負

担金の未熟児養育医療費等負担金は、未熟児養育

医療に係る県の負担金で、補助率は４分の１でご

ざいます。 

 次の４１ページをお開き願いたいと思います。 

 同じく２項３目衛生費補助金１節保健衛生費補

助金は、備考欄の中ほど７件が市民健康課分にな

ります。主なものとしましては、疾病予防対策事

業費等補助金は風疹の予防接種に伴うもので、補

助率は２分の１です。それと、予防接種事故救済

補助金は予防接種事故救済の伴うもので、補助率

は４分の３となっているところでございます。 

 ４９ページをお開き願いたいと思います。 

 同じく３項３目衛生費委託金１節保健衛生費委

託金は、医師免許等の交付及び診察に業務に係る

県からの権限移譲事務委託金でございます。 

 次の５１ページをお開き願いたいと思います。 

 １７款１項１目財産貸付収入１節土地建物貸付
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収入は、備考欄の上段が市民健康課分で、すこや

かふれあいプラザの自動販売機設置の伴う貸付料

でございます。 

 ６３ページをお開きいただきたいと思います。 

 ２１款５項４目雑入１節雑入で、市民健康課分

は備考欄下段の５件が市民健康課分でございます。

実習生受入れ謝金、保険センターにおける光熱水

費等実費収入及び電気、水道料実費収入金等でご

ざいます。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま

す。ここで、本案に係る審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第１３４号 決算の認定について

（令和元年薩摩川内市国民健康保険直営診

療施設勘定特別会計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子） 次 に 、 議 案 第

１３４号決算の認定について、令和元年薩摩川内

市国民健康保険直営診療施設勘定特別会計歳入歳

出決算を議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○課長代理（久保淳一）各会計歳入歳出決算

書の３３６ページをお開きいただきたいと思いま

す。 

 １款１項１目一般管理費は、支出済額５億

４,６４８万６,１２６円で、甑島の各診療所の運

営費としまして職員４０人、看護師等の嘱託員

３４人の人件費及び診療業務委託が主なものでご

ざいます。 

 ２ 目 研 究 研 修 費 は 、 支 出 済 額 ５ ２ ９ 万

１,８６３円で、医師会等への負担金及び医師住

宅の修繕等が主なものでございます。 

 ３３８ページを開き願いたいと思います。 

 ２款１項１目医療用機械器具費は、支出済額

３,０３７万９,２００円で、Ｘ線ＣＴ装置保守点

検業務委託や超音波診断装置の備品購入など、医

療用機械器具類の整備及び維持補修が主なもので

ございます。 

 ２ 目 医 療 用 消 耗 機 材 費 は 、 支 出 済 額

２,９１８万１,０８５円で、注射針や医療用酸素

などの医科歯科消耗品、臨床検査業務委託などの

委託料が主なものでございます。 

 ３目医薬品衛生材料費は、支出済額２億

１,０１３万９,９５９円で、各診療所における医

薬品購入が主なものでございます。 

 次に、２項１目給食総務費は、支出済額３９万

２,０８２円で、事項、入院給食一般管理費は、

上甑及び手打診療所の入院給食に伴う消耗品購入

及び検便検査手数料が主なものでございます。 

 ２目給食要材料費につきましては、支出済額

４６１万４,３１５円で、事項、入院給材料購入

費は、上甑及び手打診療所の入院給食用の材料費

が主なものでございます。 

 続きまして４款１項１目元金は、支出済額

７８１万５,３７２円、２目利子は、支出済額

１２０万２,５６８円で、長期債償還に伴う元金

及び利子分になります。 

 次の６款１項１目予備費につきましては、執行

はございませんでした。 

なお、以上御説明いたしました歳出執行にあ

たりまして、５０万円以上の予算流用はございま

せんでした。 

 続きまして、歳入について御説明いたしますの

で、３３０ページをお開きください。 

 １款診療収入は、１項が入院収入、２項が外来

収入で、それぞれ各保険者からの診療報酬や自己

負担金であり、３項その他収入は、各種検診や予

防接種の受託料等であります。なお、１項入院収

入５目一部負担金におきまして２万２,０７０円

の収入未済額を計上しているところでございます

が、うち１万７,０００円は入院患者が死亡した

後、夫が分割納付に応じまして、現在も分割納付

を継続されている案件でございます。残りの

５,０７０円につきましては、入院患者が死亡さ

れ相続人に納付を依頼したところでございますけ

れども、相続人が相続を放棄されたもので、現在

も親族に連絡を取っているところでございますが、

納入に向けて今後、調整をしていきたいと思って

おります。 

 続きまして、３３２ページをお開き願いたいと

思います。 

 ２款使用料及び手数料は、医療従事者の住宅使

用料、診断書作成手数料でございます。なお、

１項使用料１目施設使用料におきまして６万

６,０００円の収入未済額を計上させていただい
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ております。甑島の診療所敷地内における電柱等

の行政財産使用料で、出納整理期間中に未納が判

明しまして、納付書の再発行をいたしましたが、

金融機関が県外での取扱いとなり納入が間に合わ

なかったことにより収入未済となったものです。

これにつきましても、納入に向けて調整をしてい

るところでございます。 

 ４款県支出金は、県の特定離島ふるさとおこし

推進事業補助金で、補助率は１０分の８でござい

ます。 

 ７款繰入金は、一般会計及び国民健康保険事業

特別会計からの繰入金でございます。 

 ９款２項２目雑入は、施設事務委託金及び保険

適用外の医療用消耗品等でございます。 

 ３４０ページをお開き願いたいと思います。 

 実質収支について御説明いたします。歳入総額

８億４,２１０万３,０００円、歳出総額８億

３,５５０万３,０００円、歳入歳出差引額は

６６０万円で、手打診療所医師住宅整備事業にお

きまして、関係機関との調整に期間を要したこと

によりまして、年度内の完成が見込まれなかった

ことから、繰越明許費として繰越したものでござ

います。実質収支額につきましてはゼロ円であり

ます。 

 また、財産に関する調書のうち、市民健康課分

は車両関係２台の増、それと衛生医療機器類

７,０００円の増につきましては、３７４ページ

に記載しておりますので御覧いただければと思い

ます。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま

す。 

 これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、本決算は認定すべきものと決定しま

した。 

 以上で、市民健康課の審査を終わります。 

────────────── 

△障害・社会福祉課の審査 

○委員長（中島由美子）次は、障害・社会福

祉課の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第１２３号 決算の認定について

（令和元金度薩摩川内市一般会計歳入歳出

決算） 

○委員長（中島由美子）審査を一時中止して

おりました議案第１２３号決算の認定について、

令和元金度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算を議

題とします。 

 まず、決算の概要について、対策監の説明を求

めます。 

○医療福祉対策監（平原一洋）それでは、障

害者・社会福祉課の決算について、令和元年度の

主要施策の成果につきまして、概要を御説明させ

ていただきます。各会計歳入歳出決算附属書の

６８ページをお開きください。 

 障害者・社会福祉課の令和元年度決算額は

４２億５,８６１万４,８７６円となっております。

１の市民相談に関することでは、安全な消費生活

の確保のため消費生活相談員の配置や弁護士会、

司法書士会等、関係機関との連携を図り福祉相談

を実施いたしました。 

 ２の共に支え合う地域福祉の形成事業では、災

害時の人的被害を減らすため、災害時要援護者避

難支援計画に基づきまして個別支援計画を査定し、

支援関係者全体で情報の共有を図ったところでご

ざいます。 

 また、第２期薩摩川内市中期福祉計画と薩摩川

内市社会福祉協議会の第２期地域福祉活動計画が

令和元年度で終了したため、これらを振り返り第

３期計画を一体的に策定したところでございます。 

 ６９ページをお開きください。 

 プレミアム付き商品券事業では、消費税及び地

方消費税の引上げに伴い、低所得者等への影響を

緩和するため、プレミアム付き商品券を販売いた

しました。生活困窮者自立支援事業では、生活保

護に至る前の経済的に困窮し、最低限度の生活を

営むことができなくなるおそれのあるものが、困
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窮状態から早期に脱却することを支援するため、

生活困窮者本人の状態に応じた包括的かつ継続的

な相談支援を行い、その事実の促進を図りました。 

 ３の一般障害者自立支援事業では、重度障害者

及び障害児に対してタクシー等のタクシー送料金

の一部を助成し、４の障害者自立支援事業では、

介護給付、訓練給付等を行いました。詳細につき

ましては、７０ページ及び７１ページに記載して

ありますので、御覧いただきたいと思います。 

 ７２ページをお開きください。 

 ５の重度心身障害者医療費助成事業では、重度

の心身障害者の医療費の助成を行い、６の特別障

害者手当等給付事業では、在宅の重度障害者に対

し手当を支給し、福祉の増進を図ったところでご

ざいます。 

 ７の障害者の自立支援の充実では、障害者の社

会参加を促進するため、社会参加支援事業のほか、

障害者相談支援事業、地域活動支援センター事業

等を実施いたしました。 

 ７３ページをお開きください。 

 ８の障害児の発達支援では、心身に障害のある

児童を対象に児童発達支援事業及び放課後等デイ

サービス事業等を実施いたしました。 

 次に、７４ページから７５ページでございます

けれども、１１の女性・家庭児童相談事業では、

要保護女子の相談に応じ必要な指導、助言を行い、

これらに付随する貸付事務等を行い、また家庭に

おける人間関係の健全化及び児童養育の適正化な

ど、家庭児童福祉の向上を図るための相談、指導

援助を行っております。 

 １２の災害援助援護対策では、災害救助法の適

用に至らない火災等によるり災者に対し、応急的

に必要な援護を行いました。 

 ７６ページをお開きください。 

 介護事業特別会計になりますが、障害・社会福

祉課分につきましては、決算額は２,１３８万

４,５０８円で、１の高齢者等の権利擁護支援で

は、成年後見制度の普及啓発、相談、法人後見事

業等を行う権利擁護センターの運営助成を行いま

した。 

 ２の任意事業では、成年後見制度利用支援事業

として、高齢者が地域において安心して尊厳のあ

る生活を行うことができるよう、専門的・継続的

な支援からの支援を行っております。なお、介護

保険事業特別会計につきましては、この後、高齢

介護福祉課のところで審査をしていただく予定で

ございますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（中島由美子）引き続き、局の補足

説明を求めます。 

○障害・社会福祉課長（南 輝雄）それでは

決算書の９７ページをお開きください。 

 ２款１項１２目市民相談交通防犯費のうち、本

課分は４０１万３,６８５円です。消費生活相談

員の報酬、無料法律相談業務の委託料が主なもの

です。 

 １０９ページをお開きください。 

 ３款１項１目社会福祉総務費のうち、本課分は

５億９,７５８万５,０１４円です。事項、社会福

祉管理運営費は、嘱託員報酬、職員給与、地域福

祉計画策定業務負担金、社会福祉協議運営補助金

が主なものです。 

 次に、事項、社会福祉管理費は、甑島地域の

４社会福祉施設の維持管理経費が主なものです。 

 次に、事項、生活困窮者自立支援事業費です。

相談支援員の報酬、生活困窮者自立相談支援事業

業務委託等、またパソコン購入、１１１ページに

なります。国庫支出金と精算返納金が主なもので

す。 

 次に、プレミアム付き商品券事業費です。嘱託

員報酬のほか、システム開発委託事業者への商品

券換金に係る金券購入費が主なものです。不用額

ですが、１７節公有財産購入費でありますが、プ

レミアム付き商品券に係るもので商品券購入が年

度末近くまであったこと、また対象者の購入率が

７５％程度と低くなったことによりまして、執行

残が増えたものでございます。 

 続きまして、３款１項２目身体障害者等福祉費

は３６億３,０６１万２６７円です。事項、一般

障害者自立支援事業費は、職員給与費、サン・ア

ビリティーズ川内の指定管理料を寄附に伴う障害

者用スポーツ用品の備品購入、障害者団体への補

助金等が主なものです。 

 次に、事項、障害者自立支援事業費は、障害認

定審査会委員、嘱託員の報酬、施設入所支援等の

補助事業補助費、国庫支出金と精算返納金が主な

ものです。 

 次に、事項、重度心身障害者医療費助成事業費

は、行政事務嘱託員の報酬と重度心身障害者の医
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療費助成が主なものです。 

 次に、１１３ページになります。 

 事項、特別障害者手当等給付事業費は、嘱託医

の報酬及び特別障害者手当等国庫支出金と精算返

納金が主なものです。 

 次に、事項、自立生活支援事業費は手話通訳業

務嘱託員の報酬、地域活動支援センター事業務委

託、ほか９件の委託料、日中一時支援等補助事業

扶助費、国庫支出金等精算返納金が主なものです。 

 次に、事項、障害児通所支援事業費は、審査支

払システムの改修業務委託、放課後デイサービス

等補助事業補助費、利用者負担金助成が主なもの

です。 

 次に、小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事

業費は扶助費となっております。 

 次に、３款１項３目地方改善対策費は６８４万

５,４３５円です。事項、隣保館管理運営費では、

入来会館に伴うもので、館長の報酬、教養講座講

師謝金、浄化槽維持管理業務管理委託ほか８件の

委託料が主なものです。 

 次に、１２１ページになります。 

 ３款３項１目児童福祉総務費のうち、本課分は

１,１００万２,０８２円です。事項、女性・家庭

児童相談費は、支援相談員の報酬、相談管理シス

テム運用保守委託、国庫支出金と精算返納金が主

なものです。 

 次に、１２５ページになります。 

 同項５目母子福祉費のうち、本課分は８０６万

８,０４９円です。事項、母子生活支援施設措置

費で母子生活支援施設への措置費、国庫支出金等

精算返納金が主なものです。 

 次に、下のほうになります。 

 同款５項１目災害救助費のうち、本課分は４万

３４４円です。事項、災害救助費で、主なものは

火災による見舞金、弔慰金等であります。 

 次に、歳入になります。１５ページをお開きく

ださい。 

 １３款２項１目１節社会福祉費負担金は、心身

障害者扶養共済掛金です。 

 次に、１７ページになります。 

 １４款１項２目１節民生使用料のうち、本課分

はサン・アビリティーズ川内、隣保館の使用料が

主なものです。 

 次に、２７ページになります。 

 同款２項２目１節民生手数料のうち、本課分は

車庫証明の手数料です。 

 次に、２９ページになります。 

 １５款１項１目１節社会福祉費負担金は、障害

者自立支援給付費等負担金が主なものです。同じ

く３節児童福祉費負担金の本課分は、児童発達支

援センター給付費負担金が主なものです。 

 ３１ページになります。 

 ７節生活困窮者自立支援事業負担金は、自立支

援相談事業及び住居確保給付金の支給に対するも

のです。 

 次に、下のほうです。 

 同款２項２目１節社会福祉費補助金は、児童虐

待、ＤＶ対策等総合支援事業費補助金、プレミア

ム付き商品券事業費補助金、３３ページになりま

すが、地域生活事業補助金です。中段ほどです。

６節生活困窮者自立支援事業費補助金です。家庭

相談支援事業、学習支援事業に対するものです。 

 次に、３７ページになります。 

 同款３項２目１節社会福祉費委託金のうち、本

課分は特別児童扶養手当事務委託金です。 

 次に、１６款１項１目１節社会福祉費負担金は、

障害者自立支援事業給付費等負担金、障害者自立

支援医療費負担金が主なものです。 

 次に、３節児童福祉費負担金のうち、本課分は

児童発達支援センターと給付費負担金が主なもの

です。 

 次に、３９ページになります。 

 同款２項２目１節社会福祉費補助金は、重度心

身障害者医療費助成事業費補助金、地域生活支援

事業費補助金、隣保館運営等事業費補助金が主な

ものです。次に、同目３節児童福祉費補助金のう

ち、本課分は在宅重度心身障害児家庭支援事業補

助金です。 

 次に、４７ページになります。 

 同款３項２目１節社会福祉費委託金は、統計調

査費委託金、権限移譲事務委託金です。 

 次に、５１ページをお開きください。 

 １７款１項１目１節土地建物貸付収入のうち、

本課分は中ほどになります貸付料で福祉作業所子

ども発達支援センターに係るものです。 

 次に、５３ページをお開きください。中段のほ

うです。 

 同款２目１節利子及び配当金のうち、本課分は
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り災救助基金利子収入です。 

 次に、５５ページをお開きください。 

 同款５目１節有価証券等売払収入は、プレミア

ム付き商品券の売払い金です。 

 次に、１８款１項２目２節社会福祉費寄附金の

うち、本課分は１件の寄附で障害者スポーツ用品

の購入に充てております。 

 次に、５７ページになります。 

 １９款１項３目１節り災救助基金繰金は、火災

見舞金ほか災害救助事務に伴う経費分を繰り入れ

たものでございます。 

 次に、５９ページをお開きください。 

 ２１款３項１目７節地震災害援護資金貸付金、

元金収入は、滞納者１１のうち、二人分の償還金

です。また死亡者一人に対して償還免除を行った

ことにより、不納欠損としております。 

 次に、６５ページをお開きください。 

 ２１款５項４目１節雑入のうち、本課分は重度

心身障害者医療高額合算療養費返納金及び電気水

道料実費収入金が主なものです。 

 次に、財産に関する調書です。 

 ３０７ページ、物件の中の温泉権が本課分です。

また、３７５ページ債券の地震災害援護資金貸付

金が本課分になります。３７６ページ、基金のり

災救助基金が本課分となっております。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。 

 御質疑願います。 

○委員（成川幸太郎）附属書の７４ページの

女性・家庭児童相談事業なんですが、平成元年度

の相談の件数が７４１件ということで出されてい

るんですけれども、これは平成３０年度と比較す

ればどんな感じになったんですか。また、この中

で特徴のある問題点というのがあれば教えてくだ

さい。 

○障害・社会福祉課長（南 輝雄）女性保護

事業分につきまして令和元年度７４１件でござい

ますが、前年度につきましては５８９件でござい

ます。プラスの１５２件ということで増えており

ます。 

 主な要因としましては、このいろんな裾野を分

類してあるんですけど、その中のその他というの

が幾つかあるんですけども、そういった部分が増

えておりまして、そういう意味では、特定の相談

が増えているっていうことよりも、いろんな関連

のものが増えているというようなことになろうか

なと思っております。 

○委員（成川幸太郎）あとびっくりしたんで

すが、こういう対策はいろんな形で男女共同参画

の問題とか、女性のＤＶとか、いろんなところで

対策が取られていると思うんですけれども、

１５０人も増えること自体は、本当は減っている

のかなと思った。その他というくくりですると、

夫等の問題でも１０２件とか、その他が多くなっ

ているんですが、その他をもうちょっと細かく報

告できるっていうことはないんですか。 

○障害・社会福祉課長（南 輝雄）その他と

いうのは、ここの分類に入らないもの、ちょっと

複合的なものになってきますので、具体的にとな

ると、ちょっと難しいと思います。 

 なお、昨年度は結局、１５２件増えております

けども、その前の年が３３２件ということで、や

っぱり同じようなぐらい増えています。というこ

とは、年々そのぐらいずつ増えているということ

もありまして、いろんな事象が増えているという

こともあるんでしょうけども、体制の拡充等によ

りまして、気軽にいろんな相談ができるといった

こともあるのではないかなと考えております。 

 特に、うちの相談支援のグループにつきまして

は、この女性の問題だけではなくて、その下のほ

うにあります家庭とか児童の問題のほうもしてお

りますので、相談業務を一元化した関係で、いろ

いろと相談しやすい環境になっているということ

が一番なのかなと思っております。 

 なお、その下のほうの家庭児童相談のほうも同

じように増えております。こちらのほうは前年に

比べて２１３件ありますので、やっぱり同じよう

に増えてきているというのは同じような傾向を示

しているということで、先ほど言いましたように

相談体制、そういったことがやっぱり一番大きい

のかなということで考えております。 

○委員（成川幸太郎）大概報告の中で、昨年

度と比較された報告をしている箇所もありますの

で、できたらこの項目が、その前が３３２件で

５８９件、７４１件と時系列で分かるような表を

出してもらえば、もっと対策も見えてくるだろう

し、今後、これは増えてしょうがないと思われて

いるのか、少なくするためにどういう対策を取ろ
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うとされているのか。 

○障害・社会福祉課長（南 輝雄）資料のほ

うにつきましては、短年度だけではなくて経年的

に見れるような形に、来年度はちょっと工夫をさ

せていただきたいと思います。 

 それと、あと相談が増えているからどうするん

だということなんですけども、相談が増えるとい

うのは逆にいいっていうふうに感じています。い

ろいろ問題が増えているっていうことよりも、や

っぱりいろんな事象が起きる前にいろいろ相談い

ただいているということになると思いますので、

そういう意味では相談件数としてはもっと増やし

ていきたい。それによって、いろんな広い事象に

なる前に止めるような工夫をしていきたいと考え

ております。 

 そういう意味でも、児童虐待の関係もありまし

て今年度から相談員のほうも２名増やしまして

６名体制でしておりますので、今後も増えていく

相談に適切に対応していきたいというふうに考え

ております。 

○委員（成川幸太郎）分かりました。ぜひ大

きな問題になる前に相談に乗って、適切に処理が

できるようによろしくお願いいたします。 

○委員長（中島由美子）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め

ます。 

 以上で、障害・社会福祉課の審査を終わります。 

────────────── 

△市民課の審査 

○委員長（中島由美子）次は、市民課の審査

を行います。 

 初めに決算の概要について、部長の説明を求め

ます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）それでは、市

民課の令和元年度の主要施策の成果につきまして、

概要を御説明させていただきます。 

 歳入歳出決算書の附属書の４４ページをお願い

いたします。 

 市民課の令和元年度決算額でございますが、

３億６,９６０万７,５４３円でございます。 

 主な取組でございます。同ページ、中段の２番、

人権教育啓発に関することといたしまして、人権

教育啓発基本計画に基づく実施計画に沿いまして、

啓発活動や人権相談等を行うとともに、市比野小

学校において花を栽培することにより、生命の尊

さ、思いやり等を学ぶ人権の花運動を実施いたし

ました。 

 下のほうの３、交通災害共済事業に関すること

では、事故に遭われた加入者に係る災害見舞金の

請求事務を行うとともに、交通災害共済への加入

率向上のための広報活動を実施しております。 

 次に、４５ページでございます。中段、４、戸

籍及び住民基本台帳に関することでは、住民基本

台帳法、戸籍法などの各種法令に基づく事務を行

っております。 

 次に、４６ページでございます。 

 ５、住民基本台帳ネットワークに関することで

は、住民基本台帳ネットワークを運用いたしまし

て、ＩＣカードによるコンビニエンスストア等で

の証明書発行サービスを提供しております。 

 次に、４７ページでございます。６、個人番号

カード交付に関することでは、個人番号カードの

交付を行うとともに、カードの交付申請の方法等

についての周知を図っております。 

○委員長（中島由美子）引き続き、当局の補

足説明を求めます。 

○市民課長（西田光寛）それでは、歳出につ

いて説明をいたします。 

 決算書の８３ページをお開きください。 

 ２款１項１目一般管理費のうち市民課分は備考

欄９行目にあります市民政策調整費で、支出済額

１億３５５万５,９４１円で、電話交換と行政事

務嘱託員５人分の報酬及び職員給与費５人分と、

市民福祉部の行政情報発信のためのＦＭラジオ放

送委託業務が主なものでございます。 

 続きまして、９５ページをお開きください。 

 同款同項１２目市民相談交通防犯費のうち、市

民課分は備考欄一番下にあります市民相談事務費

の市民課分及び次ページの備考欄中ほどに記載の

交通災害共済事業費、合わせまして支出済額

１,１３９万５４４円であります。市民相談事務

費の主な支出は、１３人の委員で２回開催した人

権対策事業審議会委員報酬と川内人権擁護委員協

議会への負担金でございます。 

 交通災害共済事業費の主な支出は、県市町村交

通災害共済給付事業負担金は雑入で受入れました

加入申込金を、県市町村総合事務組合へ支出する
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負担金でございます。なお、不用額としまして

１ ９ 節 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 ３ ０ ４ 万

６,１２９円のうち２６１万１,０００円がこの負

担金で、不要となった理由は交通災害共済加入申

込金のほとんどが２月から３月に収納されること

から、生活が収入見込みが立てられず３月補正予

算での減額対応ができなかったものでございます。 

 次に、１０３ページをお開きください。 

 ２款３項１目戸籍住民基本台帳費で、支出済額

２億５,４６６万１,０５８円でございます。備考

欄を御覧ください。戸籍住民基本台帳費の主な支

出は、本庁、支所１５人の行政事務嘱託員報酬及

び本庁、支所２５人の職員給与費などの人件費の

ほか、戸籍証明発行システムの保守委託や更新機

器一式の賃借料などでございます。 

 次の住民基本台帳ネットワークシステム事業費

の主な支出は、住民基本台帳ネットワーク機器一

式の保守委託及び更新機器一式の賃借料ほかと、

コンビニ交付に係る運営負担金となっております。 

 次の個人番号事業費の主な支出は、行政事務嘱

託員２名の報酬と、通知カード、個人番号カード

関連事務の委託に係る交付金であります。なお、

不用額としまして１９節負担金補助及び交付金の

７９４万５,３００円の不用額となった理由は、

当初、国より示された見込額より実際の請求額が

減ったよるものですが、個人番号カード関連の交

付金の国からの最終決定が２月であったため、補

正予算での減額対応ができなかったものによるも

のです。 

 続きまして、歳入について説明いたします。

２５ページをお開きください。 

 １４款２項１目１節総務手数料のうち、市民課

分は備考欄一番下から次ページに記載の戸籍手数

料ほか６件で、収入未済はございません。件数等

につきましては、決算附属書４５ページを参照い

ただきたいと思います。 

 次は、３１ページになります。 

 １５款２項１目総務費補助金１７節個人番号

カード交付事業費補助金は、個人番号カード交付

に係るもので、事業実施に対する全国市町村割の

補助金と、事務経費及び備品整備費が交付された

もので１００％補助でございます。 

 次に、３７ページでございます。 

 １５款３項１目総務委託金１節戸籍住民基本台

帳委託金の中長期在留者住居地届出等事務委託金

は、外国人の住所移動等に伴う事務費で、国の交

付基準による人件費と物件費の委託金があり

１００％補助でございます。 

 次は、４７ページです。 

 １６款３項１目総務費委託金１節総務管理費委

託金のうち、市民課分は地域人権啓発活動活性化

事業委託金で、指定された小学校が行う人権の花

運動に係る経費で、１校当たり４万５,０００円

の委託金で１００％補助でございます。 

 同款同項同目３節戸籍住民基本台帳費委託金の

人口動態事務委託金は、出生・死亡等の状況を厚

生労働省が把握するための調査で、前年度受理す

るから算出された委託金でございます。 

 次は、５３ページでございます。 

 １７款１項２目１節利子及び配当金のうち、市

民課分は次ページ備考欄中ほどの医療福祉対策基

金の収入でございます。 

 次に、６３ページでございます。 

 ２１款５項４目１節雑入のうち、市民課分は

６３ページ備考欄の下段にあります４件で、主な

ものは県市町村交通災害共済事業に係る会費、事

務費、加入促進費収入で、収入未済はございませ

ん。 

 続きまして、３７５ページの基金運営状況につ

いて御説明いたします。 

 市民課分は表の上から１１番目の医療福祉対策

基金でございます。年度中の増減は利子相当分の

２,０００円の増で、年度末残高は１,７４２万

２,０００円となりました。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

○委員（成川幸太郎）一つだけちょっと教え

てください。ちょっと数字を見て、えっと思った

のが８４ページの市民政策調整費の中で、職員給

与費が５人で職員の給料だと８,１００万円ぐら

い上がっているんですけど、これ何か医者とか何

か特殊な人がいらっしゃるんですか、この中、

５名の中に。市民政策調整費の職員給与費が５人

で８,１３８万４,５０７円。 

○市民課長（西田光寛）ここの数字は、私ど

もの課の分だけではございませんで、この

８,０００万円が。一番最初の総務一般管理とか
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総務課部分の職員の分も全部入っております。 

○委員（成川幸太郎）５人じゃないわけ。 

○市民課長（西田光寛）５人のほうじゃない

です。 

○委員（成川幸太郎）５人でこれだけの金額

ってすごいなと平均給与からすると、すごい金額

だなあと思ったもので、５人と書いてあるからそ

う思った。 

○委員長（中島由美子）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め

ます。 

 以上で、市民課の審査を終わります。 

────────────── 

△環境課の審査 

○委員長（中島由美子）次は、環境課の審査

に入ります。 

 初めに、決算の概要について部長の説明を求め

ます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）環境課の令和

元年度の主要施策の成果につきまして概要を御説

明いたします。 

 決算附属書の４８ページをお願いいたします。 

 環境課の令和元年度決算額でございますが、

２３億７,８９２万３,８０５円でございます。主

な取組ですが、１番の環境保全対策の推進では、

環境審議会の開催、ウミガメ保護対策、藺牟田池

の環境保全、花いっぱいまちづくり推進事業等を

行っております。 

 次に、４９ページでございます。２番、公害対

策の推進といたしまして河川の水質調査、事業所

の悪臭測定のほか騒音、振動やダイオキシン類の

測定調査等を行っております。下のほう３番、ご

みの適正な処理及びリサイクルの推進といたしま

して、廃棄物の排出抑制、環境美化推進委員との

連携による不法投棄及び環境美化対策や、ごみの

再資源化等を行っております。 

 次に、５１ページをお願いいたします。 

 ４、ごみ処理施設の適正な維持管理では、ク

リーンセンター及び最終処分場等の運営管理を行

っております。 

 それから、５３ページをお願いいたします。 

 中段やや下、５、衛生災害対策の推進では、共

同墓地特別災害復旧工事に対する助成を行ってお

ります。その下、６、狂犬病予防対策の推進とい

たしまして、犬の登録及び狂犬病の予防注射を行

いました。 

 次に、５４ページをお願いいたします。 

 ７、し尿処理施設の適正な維持管理では、し尿

浄化槽汚泥の処理等を行っております。下段の８、

葬斎場市営墓地の管理では、葬斎場及び市営墓地

の運営管理を行っております。 

 次に、５５ページのその他でございます。 

 入来最終処分場ののり面の災害復旧工事を行っ

ております。 

○委員長（中島由美子）引き続き、当局の補

足説明を求めます。 

○環境課長（上口敬子）決算書の１２５ペー

ジをお開きください。 

 ３款５項１目災害救助費は、環境課分の支出は

ございませんでした。 

 次に、１３１ページをお開きください。 

 ４款１項４目予防費のうち、環境課分の支出済

額は１１２万７４円です。狂犬病予防事務費で畜

犬管理システム保守管理業務委託等となっており

ます。 

 次に、１３３ページをお開きください。 

 ４款１項８目環境衛生費の支出済額は、１億

３,６３３万１,１１１円です。環境総務一般管理

費は、環境審議会委員１９人の報酬及び職員の給

与費等並びに衛生自治団体連合会運営補助金など

が主なものでございます。 

 次ページの環境保全対策費は、上甑島、中甑島

海岸漂着物等処理業務委託ほか５件が主なもので

す。地球温暖化対策費は、エネルギー管理システ

ム使用料。花いっぱいまちづくり推進事業費は、

快適環境づくり補助金８５件分が主なものでござ

います。 

 同じく１３５ページの９目公害対策費の支出済

額は、６５７万２９０円です。環境測定調査業務

委託ほか１件が主なものでございます。１２節役

務費については、臨時測定を行うような苦情対応

がなかったため未執行となっております。 

 １０目葬斎費の支出済額は、５ ,８７９万

１,３００円です。市営墓地管理費は、川内芸ノ

尾第一墓地と指定管理料ほか４件となっておりま

す。葬斎場管理費は、川内葬斎場やすらぎ苑指定

管理料ほか３件が主なものでございます。 



 

― 36 ― 

 同じく１３５ページの２項１目葬斎清掃総務費

の支出済額は１３３万２,２０８円です。清掃総

務一般管理費は、川内汚泥再生処理センター対策

委員会運営補助金が主なものでございます。 

 次ページ、１３７ページをお開きください。 

 ５ 目 ご み 処 理 費 の 支 出 済 額 は 、 １ ７ 億

８,６８６万２,４９９円です。不法投棄対策費の

ほか環境美化推進事業費は、環境美化推進謝金が

主なものでございます。一般廃棄物処理費は、市

内の家庭から排出された一般廃棄物及び資源物の

収集運搬等の業務委託料ほか、１０件が主なもの

でございます。資源ごみ分別推進事業費は、地区

コミ分別収集報償金やごみ減量再資源化補助金が

主なものでございます。 

 川内クリーンセンター管理費は、川内クリーン

センター基幹的設備改良事業に係る管理運営業務

委託ほか４件及び改良工事が主なものでございま

す。甑島クリーンセンター管理費は、光熱水費が

主なものです。最終処分場管理費は、ページをめ

くっていただきまして、川内クリーンセンター焼

却灰等の運搬及び埋立て処分業務委託ほか１５件

及び川内クリーンセンター最終処分場遮水シート

設置工事が主なものでございます。 

 同じく１３９ページの６目し尿処理費の支出済

額は、３億８,７２３万５２３円です。上甑投入

施設管理費は下水道使用料が主なものでございま

す。下甑環境センター管理費は、下甑地域浄化槽

汚泥及びし尿の運搬業務委託ほか２件が主なもの

でございます。汚泥再生処理センター施設管理費

は、同施設の維持管理運営を行うＳＰＣへの業務

委託でございます。 

 次に、１７５ページをお開きください。 

 ９款１項６目災害対策費のうち、環境課分は備

考欄下のほうの特別災害復旧補助金１件でござい

ます。 

 次に、２０３ページをお開きください。 

 １１款４項１目現年公用・公共施設災害復旧費

のうち、環境課分は備考欄の米印上から４つ目の

入来最終処分場法面災害復旧工事でございます。 

 続いて、歳入について説明いたします。 

 まずは、収入未済についてでございますが、環

境課分については全て納付されており収入未済は

ございません。 

 それでは決算書の１７ページをお開きください。 

 １４款１項３目１節衛生使用料のうち、環境課

分は葬斎場使用料（火葬料）等８件となっており

ます。 

 次に、２７ページをお開きください。 

 １４款２項３目１節衛生手数料のうち、環境課

分は廃棄物処分手数料等８件です。 

 次に、３３ページをお開きください。 

 １５款２項３目２節清掃費補助金のうち、環境

課分は川内クリーンセンター基幹的設備改良工事

に係る二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金でご

ざいます。 

 次に、４１ページをお開きください。 

 １６款２項３目１節保健衛生費補助金のうち、

環境課分は海岸漂着物地域対策推進事業費補助金

など２件でございます。同じく３節清掃費補助金

のうち、環境課分は特定離島ふるさとおこし推進

事業補助金でございます。 

 次に、４９ページをお開きください。 

 １６款３項３目１節保健衛生費委託金のうち、

環境課分は権限移譲事務委託金でございます。同

じく４９ページの１７款１項１目１節土地建物貸

付収入のうち、環境課分は次ページをお開きくだ

さい。 

 自動販売機設置等に係るものが主なものでござ

います。 

 次に、５５ページをお開きください。 

 同じく２項２目１節物品売払い収入のうち、環

境課分は資源ごみ売払い収入及び炭化物売払い収

入でございます。 

 次に、６１ページをお開きください。 

 ２１款５項４目１節雑入のうち、環境課分は

１枚めくっていただきまして６３ページの備考欄

下段のペットボトル有償入札拠出金等５件でござ

います。 

 次に、財産に関する調書を説明いたします。

３７２ページでございます。 

 環境課分は県環境整備公社出捐金について記載

をしてございます。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま

す。 
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 以上で、環境課の審査を終わります。 

────────────── 

△保険年金課の審査 

○委員長（中島由美子）次は、保険年金課の

審査に入ります。 

 初めに、決算の概要について部長の説明を求め

ます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）それでは、保

険年金課の令和元年度の主要施策の成果につきま

して、概要の御説明をいたします。 

 決算附属書の６２ページをお願いいたします。 

 保険年金課の一般会計の令和元年度決算額は、

２７億５,８１４万１,７４６円となりました。 

 主な取組でございます。１、国民年金に関する

ことといたしまして、年金受給権の確保を図るた

めの各種相談受付及び進達事務を行うとともに、

保険料免除制度の周知及び申請受付進達、年金制

度に係る広報活動等を実施いたしております。 

 次に、６３ページをお願いいたします。上段、

２、国民健康保険事業の推進では、国民健康保険

事業特別会計の繰出金の支出等を行っております。 

 中段、３、後期高齢者医療事業の推進では、長

寿健診や人間ドックへの助成、後期高齢者医療事

業特別会計への繰出金の支出等を行っております。 

 次に、特別会計でございます。 

 ６４ページは、国民健康保険事業特別会計にな

ります。同会計の令和元年度決算額は、１０９億

４,３２３万７,４５８円となりました。なお、被

保険者の数、保険給付の状況等については、以下

に記載のとおりですので詳細は省略させていただ

きます。 

 ６７ページからは、後期高齢者医療事業特別会

計になります。同特別会計の令和元年度決算額は

１２億９５３万９,４６１円となりました。なお、

保険料の徴収状況、被保険者の数等については記

載のとおりですので、こちらも詳細は省略させて

いただきます。 

○委員長（中島由美子）引き続き、当局の補

足説明を求めます。 

○保険年金課長（山元  茂）決 算 書 の

１１５ページをお開きください。 

 まず、３款１項４目国民年金費は支出済額

１,９２５万４,５４１円で、支出の主なものにつ

きましては嘱託員一人分の報酬及び職員二人分の

給与、または老齢基礎年金等の最低請求や被保険

者異動処理及び相談業務等に要した経費でござい

ます。 

 続きまして、１３１ページをお開きください。 

 下段の４款１項５目国民健康保険対策費は、支

出済額９億１,４８４万５,３３９円で、支出の主

なものは嘱託員一人分の報酬及び職員１６人分の

給与、また２８節繰出金の国民健康保険事業特別

会計への繰出金でございます。令和元年度の繰出

金につきましては、備考欄の保険基盤安定繰出金

から出産・育児一時金分及び保健師の人件費並び

に特定健診の検診委託料への財政支援の分でござ

いまして、法定内繰出分でございます。 

 次に、同目におきます不用額につきましては、

２８節繰出金で出産一時金に係る実績が見込みを

下回ったことが主な要因でございます。 

 次に、同項７目後期高齢者医療対策費につきま

しては、支出済額１８億２,４０４万１,８６６円

で、支出の主なものは１３３ページをお開きくだ

さい。１３節委託料の長寿健康診査業務委託料及

び１９節負担金補助及び交付金の鹿児島県後期高

齢者医療広域連合への療養給付費負担金並びに

２８節繰出金後期高齢者医療事業特別会計への保

険基盤安定基金への繰出金でございます。 

 同目におけます不用額についてですけれども、

１３節委託料は長寿健診事業におけます受診実績

が見込みより少なかったこと。また１９節負担金

補助及び交付金につきましては広域連合の指示額

により、一応３月に減額補正を行ったところでは

ございましたけれども、見込みより実績額が少な

かったことが主な要因になっております。 

 続きまして、歳入について御説明いたしますの

で、前に戻っていただきまして３１ページをお開

きください。 

 １５款１項２目衛生費負担金において、保険年

金課分の１節国民健康保険医療助成費負担金は、

国民健康保険事業特別会計への国民健康保険基盤

安定負担金として繰り出す経費のうちの国庫負担

金分でございまして、負担率は国２分の１となっ

ております。 

 続きまして、３７ページをお開きください。 

 同款３項２目民生費委託金におきましては、

１節社会福祉委託金のうち、保険年金課分は国民

年金事務費交付金でございます。本事務交付金は
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国において標準的な経費を基準額と定め、それに

地域保税係数等を乗じて算出をされ交付をされる

ものでございます。 

 次に、同ページ下段、１６款１項２目衛生費負

担金におきましては、３９ページにかけましての

２節と３節が保険年金課分となり、２節国民健康

保険医療助成費負担金は、国民健康保険事業特別

会計へ国民健康保険基盤安定繰入金として繰り出

す経費の県負担分の歳入でございます。負担率は

県が４分の３でございます。３節後期高齢者医療

助成費負担金は、後期高齢者医療事業特別会計へ、

後期高齢者医療保険基盤安定負担金として繰り出

す分の県負担金の歳入であり、負担率は県が４分

の３となっております。 

 続きまして、６５ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入についてでございます。保

険年金課分は備考欄の上段部分になります。鹿児

島県後期高齢者医療広域連合より後期高齢者医療

制度事業費補助金及び後期高齢者医療制度特別対

策補助金を受け入れておりますけれども、これは

国・県支出金に該当しないため雑入で受け入れて

いるところでございます。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま

す。 

 ここで、本案に係る審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第１３３号決算の認定について（令

和元年度薩摩川内市国民健康保険事業特別

会計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子）次 に 、 議 案 第

１３３号決算の認定について、令和元年度薩摩川

内市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算を議

題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○保険年金課長（山元 茂）国民健康保険事

業特別会計におきましては、費目が多いことから

款単位によりまして簡潔に御説明をさせていただ

きたいと思いますので、御了承方よろしくお願い

を申し上げます。 

３１７ページをお開きください。 

 １款総務費は支出済額２,８９８万７,１２３円

で、支出の主なものは、１項１目一般管理費の国

民健康保険被保険者証等作成業務委託、同項２目

連合会負担金の県国民健康保険団体連合会負担金、

２項３目賦課徴収費の納税通知書等作成業務委託、

３項１目運営協議会費は国民健康保険運営協議会

委員報酬１２名分でございます。 

 同款におきます不用額についてですが、１目一

般管理費の１３節委託料において第三者行為損害

賠償求償事務共同処理業務委託における実績が、

見込みを下回ったことが主な要因でございます。 

 次に、２款保険給付費は支出済額８１億

７,４３８万９,９４３円で１項療養諸費から

３１９ページをお開きください。 

 ２項高額療養費、３項葬祭諸費、４項移送費、

５項出産育児諸費まで、それぞれの保険給付を支

出をしたところでございます。また、各項の件数

等につきましては、備考欄及び決算附属書の

６４ページから６５ページに記載をしております

ので、後ほど御参照いただきますようお願いを申

し上げます。なお、同款保険給付におきますそれ

ぞれの不用額につきましては、療養給付費等の伸

び率を勘案しまして予算措置は行っていたもので

すけれども、結果的にそれぞれの実績が見込みと

差異が生じたということが要因でございます。 

 続いて、３１９ページ下段を御覧ください。 

 ３款国民健康保険事業費納付金は支出済額

２３億８,３５８万３,９８１円で、１項医療給付

費、２項後期高齢者支援金等分、３項介護納付金

分等をそれぞれ県に納付をするものでございます。 

 次に、３２１ページをお開きください。 

 ７款共同事業拠出金は支出済額１,７０４０円

で、退職者医療制度該当者リスト作成に伴います

拠出金でございます。 

 ８款保健事業費は、支出済額１億５,１０７万

３,２０７円で、１項特定健康保険指導事業費で

は、保健師業務嘱託員等二人分の報酬や、特定健

診保健指導事業費の経費を、また２項保健事業費

では、１目疾病予防費で診療報酬明細磁気テープ

作成業務委託や、人間ドック利用補助金、４目医

療費適正化特別対策事業費で、診療報酬点数点検

業務嘱託員等３人分の報酬及びジェネリック医薬

品差額通知業務等を執行したほか、３２３ページ

をお開きください。 
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 ９目早期介入保健指導事業費で、特定健診の要

指導でない予備軍の方に対しまして、早くから生

活習慣病の改善指導を行います早期介入保健指導

を実施したものでございます。 

 同款におきます不用額につきましては、１項

１目特定健診保健指導事業費の１３節委託料にお

きまして、特定健診業務委託の執行見込件数と実

績の差異が生じたものが主な要因でございます。 

 次に、９款基金積立金は、支出済額１億

１６６万２,０００円で、国民健康保険基金で発

生した利息相当額と、平成３０年度決算繰越金の

一部を基金に積み立てて今後の国保運営事業の不

測の事態に備えるために基金へ積み立てたもので

ございます。 

 続いて、１１款諸支出金は、支出済額１億

３５３万９,４６４円で、１項償還金及び還付加

算金のうち１目一般被保険者保険税還付金、２目

退職被保険者等保険税還付金については、国民健

康保険税に係る過年度の還付金となっているとこ

ろでございます。 

 ４目保険給費等交付金償還金につきましては、

備考欄を御覧ください。国民健康保険給付費等交

付金の交付額の決定に伴います返還金でございま

して、内訳については記載のとおりでございます。 

 ５目その他償還金つきましては、第三者行為求

償等による国庫返還金でございます。 

 次に、２項繰出金につきましては、直営診療所

施設勘定への繰出しと、収納率向上特別対策事業

として一般会計へ繰り出したものでございます。 

 同款におきます不用額につきましては、直営診

療所施設勘定繰出金及び収納率向上対策繰出金と

もに県の調整交付金の対象事業のため、事業内容

により交付額は変動いたします。確定時期が年度

末になり、補正ができなかったところが主な要因

となっているところでございます。 

 次に、１２款予備費につきましては、令和元年

度の執行はございませんでした。 

 続きまして、歳入について御説明をいたします。 

 ３１１ページをお開きください。 

 歳入の１款国民健康保険税及び２款１項２目督

促手数料並びに３１３ページの１１款１項延滞金

加算金及び過料につきましては、税務課より説明

を申し上げることとなりますので、まず初めに、

税務課より決算状況等を説明した後に保険年金課

関係分につきましては御説明をさせていただきた

いと思います。 

○税務課長（佐多誠一）それでは、国民健康

保険税の収納状況につきまして、収納課分も併せ

て御説明いたします。 

 ３１１ページをお開きください。 

 １款１項国民健康保険税１目一般被保険者国民

健康保険税は、収入済額１５億５ ,２４８万

８,５０７円、２目退職被保険者等国民健康保険

税は、収入済額４８５万１,４３４円、国民健康

保険税の全体の収入済額は一番上の行になります

１５億５,７３３万９,９４１円でございます。 

 不 納 欠 損 額 は 一 般 分 で 、 ５ , ５ ８ ９ 万

５,７５１円、催促分で８１万８,４２９円、合計

で ５ , ６ ７ １ 万 ４ , １ ７ １ 円 で 、 件 数 は

３,５６４件でございます。 

 不納欠損処分の主な理由は、担税力未回復によ

るものが２ ,０１７件、時効によるものが

１,１９４件、ほかは所在不明等でございます。 

 収入未済額は６億５,７１８万７,９５０円で、

内訳は現年度課税分が１ ,５７５人で、１億

１ , ７ ２ ６ 万 ８ , ７ ０ １ 円 、 滞 納 繰 越 分 が

２,００２人で、５億３,９９１万９,２４９円と

なっております。備考欄記載の歳入還付未済額は、

合計で１９万９,３００円となっております。 

 次に、２款使用料及び手数料１項手数料、２目

１節督促手数料は収入済額１１３万７,９００円

です。不納欠損額は３０万８,９００円、収入未

済額は２７３万７ ,２５０円、還付未済額は

２００円でございます。 

 次に、３１３ページをお開きください。 

 １１款諸収入１項延滞金加算金及び過料は、

１目一般分及び２目退職分の延滞金、合計で収入

未済額１,１７２万８,８７８円でございます。過

料はございません。 

○保険年金課長（山元 茂）３１１ページを

お開きください。 

 ３款国庫支出金２項国庫補助金におきまして、

７目国民健康保険制度関係業務事業費補助金は、

被保険者の資格管理について更なる効率、適正化

を図るため、国保総合システムの改修を行ったも

のに対しまして交付されたものでございます。 

 ８目社会保障・税番号制度システム整備費補助

金は、高額医療に係ります外来年間合算の支給申
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請におきます書類の提出を省略するなど、被保険

者の利便性の向上を図るため基幹システムの改修

を行ったものに対して交付をされたものでござい

ます。 

 では、３１３ページをお開きください。 

 続いて、６款２項１目保険給費等交付金におい

ては、本市におきます医療費等に係る普通交付金

及び備考欄に記載分の特別交付金として交付をさ

れたものでございます。 

 次に、８款１項１目利子及び配当金につきまし

ては、国民健康保険基金等の利子収入でございま

す。 

 続きまして、９款１項１目一般会計繰入金につ

きましては、保険基盤安定繰入金、財政安定化支

援事業繰入金、出産育児一時金繰入金の法定内繰

入れを行っております。 

 １０款繰越金は、前年度からの繰越分でござい

ます。 

 １１款諸収入、３１５ページをお開きください。

３項２目一般被保険者第三者納付金、３目退職被

保険者等第三者納付金は、交通事故等により国保

により治療を受けた場合、その費用を加害者から

損害賠償金として受け入れるもので、国保連合会

から納付をされるものであります。 

 ４目一般被保険者返納金及び５目退職被保険者

等返納金につきましては、資格喪失後の受診や負

担割合変更に伴います一部負担金の返納金でござ

いまして、毎年発生するものであり、その都度、

面談や電話、文書等、様々な形で納付の相談をし

ておりましたけれども、５３件が収入未済分とな

ったものでございます。 

 詳細につきましては、決算資料１の１９５ペー

ジ、収入未済額の状況の表中下段に記載をしてご

ざいます。この返納金につきましては、保険者間

の調整ができる分が大半でございまして、本人同

意等の手続に結構時間がかかるものでございます。

そのために未納が発生したところであります。 

 続きまして、６目雑入につきましては、健康づ

くり栄養教室の参加者負担金や雇用保険料個人掛

金などを受け入れたものであります。 

 それでは、３２５ページをお開きください。 

 実質収支につきましては、歳入総額１１０億

８,０４５万５,０００円、歳出総額１０９億

４,３２３万７,０００円で、歳入歳出差引額１億

３,７２１万７,０００円は、翌年度へ繰り越すべ

き 財 源 は な く 、 実 質 収 支 額 は 同 額 の １ 億

３,７２１万７,０００円となっているところでご

ざいます。 

 次に、財産に関する調書につきましては、財産

に関する調書のうち、保険年金課分の特定基金で

あります国民健康保険基金は３７６ページ表中の

下段に、運用基金であります国民健康保険高額療

養費資金貸付基金につきましては３７７ページ表

中の中段に記載をしております。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

○委員（永山伸一）国保については、やっぱり

国保税のその未収の問題、これはもう長年の課題

なんですけれど、やはり現年分が前年度に比べる

と増えているという現状、いろんな要因があるん

でしょうけれども、私、気になったのが、その返

納金の５３件の７４９万円、５３人、国保から他

保険へ切り替わったんだけれども、いいですか、

今言っている状況が、国保ですよ。国保、いや、

ごめんなさい、もう全部合わせて税金と今いろい

ろ、ごめんなさい、ごっちゃになりましたね。 

 では、まず一つ、まずは返納金のほうでいいで

すか。返納金の７４９万１,４７０円、５３件と

いうことで、これが切り変わるんだけど、保険が

変わるんだけどなかなか追いつけなくて、それを

使っていらっしゃって、返してくれと言うけど返

してもらえない分がこれだけということになるわ

けですよね。 

 そこら辺、保険が切り替わったけど国保を使っ

ていた、それは結果としてそうなったんだろうけ

ど、何かその回収できる方法論というのは考えら

れないものなのかとずっと思っているんですけど、

例えば、生保になったんだったら生保で見るしか

もうないわけで、社保になったら、先ほどその保

険が切り替わったのにその国保分を使っているか

ら、返してもらうんだけど返してもらえないって

おっしゃったから、それだったら何か方法はない

のかなと。こういう返納してもらえない分という

のは主な要因は何なんですか。 

○保険年金課長（山元 茂）今御質問のあっ

た返納金については、保険証の切り替わり、あと

所属の変更、例えば一部負担金の分の割合が変わ
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ったり、その保険が変わったり、あと所得が土地

を売ったりとかということをして、すみません、

それは増税です、そういう返納に関わるものにつ

いては、先ほど説明いたしましたけれども、保険

者間の中で国保と社保というふうに、その中で調

整できるものはしてまいります。 

 ただ、その調整できなかった部分というものが、

その直接こちらのほうで取扱いをしていくわけな

んですけれど、やはりそれはもう納付書を送り、

送って入れていただく、それでそこの事情という

のは御存じ、自分の状態が変わったわけですから

御存じではあるんですけれども、その費用によっ

て、微々たるものから大きなものまでございます

ので、そういうものについて、できる範囲で、取

立てのようなことはできませんので、そういう中

でお願いしつつ調整をしていく状況の中で、結果

としてこういう金額が未納として残ってしまった

ということで、通常の税の収納対策なんかと同じ

ように、電話とかそういうものも含めてやってい

るんですけど、結果として、その個人のその返納

額の大小も当然ございますので、そこら辺は、た

だ、議員の言われたようにそこの対策ということ

については、他の公費の徴収と同じように努力は

しているところではございますが、結果としてこ

のようになったということでございます。 

○委員（永山伸一）返納金についてはできるだ

け返してもらう、今後も努力を続けていただきた

いと思います。これはもういいです。 

 あわせて、その税についても、前年度と比較す

ると、税については現年度分で増えているわけで

す。過年分は減っている、当然、過年分の場合は

不納欠損をするから、その金額によって過年分は

差が出てくるんだけど、もう一生懸命努力をされ

ているのは分かっているんですよ、税務課、収納

課、それから保険年金課、その担当課も含めて。 

 ただ、前年度もこういう状況であって、本年度

は言えばいけないけど、心配するのが令和２年度

なんかはもうコロナで事業者、我々も含めて国保

者っていうのは非常に、事業をしている人たちっ

てのいうのは国保の対象者がやっぱり多いわけで

今度大分減免も多分されているんでしょうけど、

大分こういう部分が今後まだまだ増えてくるんで

はないかというのを危惧します。 

 そのためには、非常にその厳しいのも十分承知

をしながらも、やっぱり収納率を上げていかない

と、もうこれからは取りたくても、こういう社会

情勢の中ではもう取れないというのがはっきりし

てきていますので、そのためにもやっぱりいろい

ろ対策をつくって、収納課もつくって、対策班も

つくっていろいろやっていらっしゃるのも承知は

しているんですが、もっとやはり引き続き未収対

策を本当に徹底して取り組んでいただきたいとい

うことを申し上げております。 

 懸念するのは今年の、前年度に対して増えてい

る、今度はもっと増えるんじゃないかというのが

懸念されますので、今度はもう前年分は過年分に

なっていきますので、そういう過年分対策につい

ても、十分収納対策をするように御検討いただき

たいということを申し上げておきます。 

○保険年金課長（山元 茂）国保税の場合に

ついては、収納課のほうにお願いしているところ

ではございますが、ただいま委員から御意見があ

りましたように、うちの本課のほうとも連携を取

りながら、収納対策については今後十分に図って

いきたいと思っています。 

○委員長（中島由美子）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め

ます。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、本決算は認定すべきものと決定しま

した。 

────────────── 

△議案第１３６号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市後期高齢者医療事

業特別会計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子） 次 に 、 議 案 第

１３６号決算の認定について（令和元年度薩摩川

内市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算）

を議題とします。 



 

― 42 ― 

 当局の補足説明を求めます。 

○保険年金課長（山元  茂）決 算 書 の

３６６ページをお開きください。 

 １款２項１目徴収費でございますが、支出額

１６万１,９５１円で、これは保険料徴収事務に

係る経費でございます。 

 次に、２款１項１目後期高齢者医療広域連合納

付金は支出済額１２億８９２万３,７１０円で、

これは広域連合への保険料等の納付金でございま

して、徴収した保険料と保険基盤安定分を合わせ

て納付をするものでございます。同目の不用額に

つきましては、保険料納付の広域連合への支払い

実績が見込額を下回ったことが要因でございます。 

 ４款１項１目保険料還付金は、支出済額４５万

３,８００円で、過年度保険料について、所得補

正等による被保険者への還付金でございます。 

 引き続きまして、歳入について御説明を申し上

げます。 

 前 の ペ ー ジ に お 戻 り い た だ き ま し て 、

３６４ページをお開きください。 

 １款１項後期高齢者医療保険料につきましては、

１ 目 特 別 徴 収 保 険 料 は 、 収 入 済 額 ５ 億

６,１１３万３００円で、年金天引きにより徴収

したものでございます。 

 ２目普通徴収保険料は、１節現年度分と２節滞

納繰越分を合計した収入済額は２億５,３７５万

５,２００円で、口座振替や納付書により徴収を

したものでございます。 

 同目の収入未済額は９３０万５,６００円でご

ざいますが、収納・徴収対策といたしまして臨戸

訪問、電話、納付書、誓約等による時効中断を行

いつつ、今後におきましても、口座振替の推進や

年金支給月を中心に徴収計画を立てるなど、収入

未済額の解消を図っていこうと思っているところ

でございます。 

 また、同目におきます不納欠損額６４万

５,８００円につきましては、保険料の時効成立

２年が経過することから不納欠損処分をいたした

ところでございます。件数は５２件で、主な処分

理由は本人死亡によるものでございます。 

 なお、１目及び２目の備考中に記載されており

ます還付未済額につきましては、それぞれ死亡等

の理由により保険料を返還する必要がございます

けれども、御遺族の口座確認等に時間を要するた

め、今年末をめどに処理を行う予定としていると

ころでございます。 

 続きまして、２款１項２目督促手数料は事務手

数料でございますが、保険料と同様４７件

４,７００円を不納欠損処分をいたしております。

これは２目の普通徴収保険料の不納欠損処分に伴

うものでございます。 

 次に、４款１項２目保険基盤安定繰入金は、低

所得者に係る保険料軽減分を公費で補填をするも

のでございまして、負担率は県４分の３、市４分

の１で、これらを合わせた金額を繰入れをしてい

るところでございます。 

 次に、５款１項１目繰越金は前年度からの繰越

分でございます。 

 次に、６款２項１目保険料還付金は、過年度保

険料を被保険者に返還した分を広域連合から受け

入れたものでございます。 

 続きまして、３６８ページをお開きください。 

 実質収支に関する調書について御説明をいたし

ます。 

 歳入総額１２億１,２６３万４,０００円に対し

まして、歳出総額１２億９５３万９,０００円で、

歳入歳出差引額は３０９万５,０００円となり、

翌年度に繰り越すべき財源がないことから、実質

収支額は同額となっております。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま

す。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、本決算は認定すべきものと決定しま

した。 

 以上で、保険年金課の審査を終わります。 

ここで休憩します。再開をおおむね１５時半
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とします。 

         ～～～～～～～～～ 

         午後３時１５分休憩 

         ～～～～～～～～～ 

         午後３時３０分開議 

         ～～～～～～～～～ 

○委員長（中島由美子）休憩前に引き続き、

会議を開きます。 

────────────── 

△高齢・介護福祉課の審査 

○委員長（中島由美子）次は、高齢・介護福

祉課の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第１２３号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出

決算） 

○委員長（中島由美子）審査を一時中止して

おりました議案第１２３号決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算）

を議題とします。 

 初めに、決算の概要について部長の説明を求め

ます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）高齢・介護福

祉課の令和元年度の主要施策の成果につきまして

概要を御説明いたします。 

 決算附属書の７７ページをお願いいたします。 

 高齢・介護福祉課の一般会計の令和元年度決算

額は２３億８,４１４万１,０５４円となりました。 

 主な取組ですけれども、まず１番目、高齢者健

康づくりの促進といたしまして、敬老金等の支給、

鍼灸マッサージ等の施術料助成、高齢者クラブ活

動への助成等を行いました。 

 ２番の高齢者の日常生活支援といたしまして、

訪問給食サービス事業、日常生活用具給付事業や

緊急通報システムの貸与等を行っております。 

 ７８ページをお願いいたします。 

 在宅介護者の支援といたしまして、寝たきり老

人介護手当支給や家族介護用品支給事業を行いま

した。 

 ４番、養護老人ホーム入所措置では、居宅にお

いて養護を受けられない高齢者に対し、養護老人

ホームへの入所措置を講じております。 

 ５番の介護保険事業の推進といたしまして、利

用者負担軽減等を行うとともに、地域密着型サー

ビス提供事業所の整備を実施いたしました。 

 次に、７９ページでございます。 

 ６番の養護老人ホーム運営事業及び７番の特別

養護老人ホーム運営事業では、社会福祉協議会を

指定管理者といたしまして、養護老人ホーム及び

特別養護老人ホームの運営を行っております。 

 ８０ページをお願いいたします。 

 要介護認定審査事務では、要介護（要支援）認

定申請により訪問調査を行い、介護認定審査会を

開催して、審査判定を実施いたしております。な

お、認定申請件数、訪問調査件数及び審査判定件

数は記載のとおりでございます。 

 ９番の労働者の就労促進では、シルバー人材セ

ンターへの助成を行い、また、１０番の災害復旧

事業では、鹿島生活支援ハウスののり面の災害復

旧工事を実施いたしております。 

 次に、８１ページからは、介護保険事業特別会

計になります。 

 介護保険事業特別会計の令和元年度決算額は

１０６億８０６万７,９６３円となりました。な

お、被保険者及び認定者の数、保険給付の状況等

については記載のとおりですので、詳細は省略さ

せていただきたいと思います。 

○委員長（中島由美子）引き続き、当局の補

足説明を求めます。 

○高齢・介護福祉課長（中俣賢一郎）決算書

の１１５ページをお開きください。 

 ３款２項１目老人福祉総務費については、支出

済額２億２,１８４万６２９円で、主な支出は備

考欄を御覧ください。 

 まず、老人福祉管理運営費の主なものは、職員

６人分の給与費、敬老金、高齢者クラブ補助金、

鍼灸マッサージ等施術料助成などが主なものです。 

 次の老人福祉施設管理費では、次の１１７ペー

ジにまたがっておりますが、生活支援ハウス等の

指定管理料や各施設の維持管理に係る経費、樋脇

もくもくふれあい館法面補強工事や鹿島生活支援

ハウスの洗濯機等の備品購入が主なものです。 

 次の高齢者生活支援事業費では、高齢者訪問給

食サービス事業業務委託等が主なものです。 

 次の在宅介護者支援事業では、寝たきり老人介

護手当及び家族介護用品支給事業が主なものです。 

 なお、不用額の大きなものといたしましては、

１１５ページにお戻りください。１３節委託料が
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主に訪問給食サービス事業業務委託が見込みを下

回ったことにより、多額の不用額となっておりま

す。 

 次に、再度１１７ページにお戻りください。 

 ３款２項２目老人措置費については、支出済額

４億７,３９２万５,７７２円で、養護老人ホーム

入所者に係る措置費が主なものとなります。 

 なお、後ほど御説明を申し上げますが、令和元

年８月に老人措置費から養護老人ホーム費へ

４９０万３,０００円流用しております。しかし

年度末に措置費に不足が見込まれたため、老人福

祉総務費より４３万３,０００円流用しており、

決算書の流用増減は差引き後の４４７万円となっ

ております。 

 次に、同項３目介護保険対策費については、支

出済額１５億１,７２４万６,８８８円で、地域介

護福祉空間整備事業費の１９節負担金補助金及び

交付金１,３５３万円を令和２年度に繰り越して

おります。 

 備考欄を御覧ください。介護保険対策費の主な

ものは、職員１４人分の給与費及び介護保険事業

特別会計繰出金が主なもので、次の地域介護福祉

空間づくり整備事業費は、グループホーム３か所

のエアコン取替え及び浴室改修に係る補助金です。 

 介護基盤緊急整備等事業費は、次の１１９ペー

ジにまたがっておりますけれども、グループホー

ムにおいて２ユニットを１ユニットに変更をし、

残りの１ユニットを有料老人ホームへ返還したこ

とに伴い、国県の補助金に返還が生じたものでご

ざいます。 

 なお、不用額の大きなものとしましては、

１１７ページにお戻りください。 

 ２８節繰出金で予算編成において、特別会計へ

の給付費の伸びを最大で見積もっているため不用

額が生じたものです。 

 次に、１１９ページに再度お戻りください。 

 同項４目養護老人ホーム費については、支出済

額３,０８９万７,３７５円で、主な支出は養護老

人ホーム甑島敬老園の指定管理料及び工事請負費

になります。 

 なお、老人措置費から養護老人ホーム費へ

４９０万３,０００円流用しておりますが、これ

は、令和元年８月に養護老人ホーム甑島敬老園の

給湯用ボイラーが内部からの水漏れとともに使用

できなくなり、入所者の生活に支障を来したこと

から流用により取替え工事を行ったものです。 

 次に、同項５目特別養護老人ホーム費について

は、支出済額５３５万７,６６９円で、主な支出

は、特老甑島敬老園、鹿島園の施設設備の修繕及

び甑島敬老園デイサービス送迎用福祉車両１台の

備品購入となります。 

 なお、老人福祉総務費から特別養護老人ホーム

費へ２９万１,０００円流用しておりますが、こ

れは、令和元年８月に特別養護老人ホーム鹿島園

居室の上水道配管が漏水し、洗面台、トイレが使

用できなくなり、入所者の生活に支障を来したこ

とから流用により修繕を行ったものです。 

 次に、同項６目介護認定審査費については、支

出済額８,３９５万３,３８１円で、主な支出は、

介護認定審査会委員６０人分及び介護認定訪問調

査嘱託員１４人分の報酬、要介護認定調査委託料

などになります。 

 次に、１３９ページをお開きください。 

 ５ 款 １ 項 １ 目 労 働 諸 費 で は 、 支 出 済 額

４,１２４万７,９１２円のうち、高齢・介護福祉

課分は、備考欄に記載のとおり、労働者福祉対策

費 の シ ル バ ー 人 材 セ ン タ ー 事 業 補 助 金

１,４６２万円になります。 

 次に、２０３ページをお開きください。 

 １１款４項１目現年公用・公共施設災害復旧費

では、支出済額３,８５０万２,６４０円のうち、

高齢・介護福祉課分は、備考欄に記載のとおり、

鹿島生活支援ハウスの敷地である丸山法面災害復

旧工事等で２,６２９万９,３４０円になります。

これは、平成３０年７月の大雨により、鹿島生活

支援ハウス敷地の法面吹き付け部にひび割れが発

生したもので、工法などの検討などもあり、令和

元年度へ２,５９３万７,０００円を繰り越したも

のであります。 

 なお、以上説明しました歳出執行に当たって、

５０万円以上の予算流用で負担をしました状況に

ついて御説明を申し上げますので、別冊議会資料

の５０万円以上の節間流用一覧を御覧ください。 

 本課の一般会計部分は、１ページの番号６番に

なります。国から令和元年６月１７日までに運用

開始できるようシステム改修に関する指示があり、

システム改修の必要性があったこと、また、６月

補正に間に合わないことから２８節繰出金から
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１３節委託料へ８８万６,０００円を予算流用し、

執行したものになります。 

 次に、歳入について御説明いたしますので、決

算書の１５ページをお開きください。 

 １３款２項１目民生費負担金２節老人福祉費負

担金ですが、備考欄に記載のとおり、養護老人

ホームの入所者負担金である老人福祉費負担金が

主なものです。なお、収入未済額については、過

年度分１名分及び現年度分４名の計５名分となり

ますが、１名の方は過年度分と現年度分の重複で

あり、実質人員は４名分の未収入であります。 

 次に、１７ページをお開きください。 

 １４款１項２目民生使用料１節民生使用料中、

高齢・介護福祉課分については、備考欄に記載分

のとおり、屋内ゲートボール場使用料等が主なも

のになります。 

 次に、２９ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金２節老人福祉費負

担金は、介護保険の低所得者保険料軽減負担金で

あり、国の負担率は２分の１でございます。 

 次に、３３ページをお開きください。 

 １５款２項２目民生費補助金２節老人福祉費補

助金は、グループホーム３か所のエアコン取替え

及び浴室改修に係る地域介護福祉空間整備等交付

金で、収入未済につきましては、特別養護老人

ホーム１か所のエアコン取替え工事が年度内に完

了しなかったことに伴う収入未済額となります。 

 次に、３７ページをお開きください。 

 １６款１項１目民生費負担金２節老人福祉費負

担金は、低所得者保険料軽減負担金であり、県の

負担率は４分の１となります。 

 次に、３９ページをお開きください。 

 １６款２項２目民生費補助金、２節老人福祉費

補助金は、甑島敬老園デイサービス送迎用福祉車

両購入に係る特定離島ふるさとおこし推進事業補

助金、補助率７０％と、シニア元気生き生き活動

体制づくり支援事業補助金は、１団体１５万円が

上限であります。老人クラブ運営補助金は、会員

数３０人以上の高齢者クラブを対象とした運営費

補助金で、補助率は３分の２になります。 

 次に、４１ページをお開きください。 

 ６節介護保険事業費補助金は、介護保険システ

ム改修に係る介護保険事業費補助金は補助率２分

の１、低所得者層の負担軽減に係る介護保険利用

者負担対策事業補助金及び甑島地域における介護

人材確保事業に係る離島等サービス確保対策事業

補助金は、補助率４分の３になります。 

 次に、５３ページをお開きください。 

 １７款１項２目１節利子及び配当金の高齢・介

護福祉課分は備考欄の中ほど、介護保険高額介護

サービス資金貸付金の利子収入で、調定額、収入

済額とも同額でございます。 

 次に、５９ページをお開きください。 

 ２１款３項１目貸付金元利収入３７節特別養護

老人ホーム整備資金貸付金収入は、里町の特別養

護老人ホーム寿里苑への貸付金に対する償還金収

入でございます。 

 次に、６５ページをお開きください。 

 同款５項４目１節雑入の高齢・介護福祉課分に

つきましては、備考欄の下段方に記載のとおり、

生活支援ハウス入居者利用料などが主なものです。 

 次に、財産に関する調書を御説明いたしますの

で、３７４ページをお開きください。 

 ２の重要物品現在高調べですが、高齢・介護福

祉課分は、表の左側のほうで車両類の増２０件の

うち１件で甑島敬老園デイサービス送迎用福祉車

両を購入したものでございます。 

 次に、３７５ページをお開きください。 

 ３の債権のうち、寿里苑運営資金貸付金が本課

の分になります。 

 次の３７６ページ、４の基金のうち、下段にあ

ります介護給付費準備基金が高齢・介護福祉課分

となります。 

 次に、基金の運用状況について御説明いたしま

すので、３８４ページをお開きください。 

 介護保険高額介護サービス費等資金貸付金につ

いては、令和元年度末の残高は１,２００万円と

なっており、令和元年度中の貸付の実績はござい

ませんでした。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま

す。 

 ここで、本案に係る審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第１３５号 決算の認定について
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（令和元年度薩摩川内市介護保険事業特別

会計歳入歳出決算） 

○委員長（中島由美子） 次 に 、 議 案 第

１３５号決算の認定について（令和元年度薩摩川

内市介護保険事業特別会計歳入歳出決算）を議題

とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○高齢・介護福祉課長（中俣賢一郎）決算書

の３５１ページをお開きください。 

 １ 款 保 険 給 付 費 は 、 支 出 済 額 ９ ７ 億

８,３１４万７,１９３円で、居宅や施設における

介護サービス給付費や高額給付費、介護予防サー

ビスに係る給付費となります。 

 なお、不用額が多額となっておりますが、介護

給付費の伸びを最大で見積もらざるを得ないこと

による不用額でございます。 

 次に、３５３ページを御覧ください。 

 ３款２項２目総合相談事業費は、支出済額

５,１１３万２,４９２円で、主な支出は、市内

１２か所の在宅介護支援センター総合相談業務委

託料及び介護予防普及業務委託料が主なものです。 

 なお、不用額の大きなものとしては、１３節委

託料になりますが、在宅介護支援センター介護予

防普及業務委託料の実績に伴う不用額となります。 

 同 項 ３ 目 権 利 擁 護 事 業 費 は 、 支 出 済 額

２,１２３万４,５０８円で、所管は障害・社会福

祉課になりますが、支出は社会福祉協議会権利擁

護センター運営補助金になります。 

 次に、同項５目任意事業費は、支出済額

１,６７３万８,４９９円で、主な支出は、障害・

社会福祉課分の成年後見制度利用支援事業助成金

のほか、本課分といたしまして、介護給付費適正

化業務嘱託員４名分の報酬のほか、高齢者住宅等

安心確保事業の生活援助員派遣に係る委託料にな

ります。 

 次に、同項７目包括的支援事業一般管理費は、

支出済額１億３５７万６,２３５円で、主な支出

は、地域包括支援センター運営事業委託になり、

不用額の大きなものについては、１３節委託料で、

地域包括支援センター運営業務委託等の実績精算

に基づく不用額になります。 

 次に、同項８目在宅医療介護連携推進事業費は、

支出済額２,４９４万６,６８６円で、主な支出は、

川内市医師会、薩摩郡医師会及び薩摩川内市歯科

医師会に委託しております在宅医療支援センター

業務委託になります。 

 次に、同項９目生活支援体制整備事業費は、支

出済額１,７４４万１,７２３円で、主な支出は、

生活支援コーディネーター業務嘱託員１名分の報

酬及び申請のあった地区コミュニティ協議が実施

する生活支援に関する地域生活支援事業補助金に

なり、不用額の大きなものについては、１９節の

負担金補助及び交付金ですが、地域生活支援事業

補助金の実績精算に基づく不用額が主なものでご

ざいます。 

 次に、３５５ページをお開きください。 

 同項１０目認知症総合支援事業費は、支出済額

１,２０６万６,６７５円で、主な支出は介護予防

業務嘱託員２名分及び認知症地域支援業務嘱託員

１名分の報酬及び認知症カフェ業務委託等になり

ます。 

 次に、３款３項１目介護予防生活支援サービス

事業費については、支出済額１億３,２９９万

３,０２７円で、主な支出は、要支援１、２及び

総合事業対象者に係る訪問・通所型サービスの事

業費となり、不用額につきましては、サービス費

を最大で見積もらざるを得ないことによる不用額

になります。 

 次に、同項２目介護予防ケアマネジメント事業

費は、支出済額２,２４７万５,２２１円で、主な

支出は、先ほど説明いたしました介護予防生活支

援サービスに係るケアプランの作成費になります。 

 不用額の大きなものにつきましては、１９節の

負担金で、ケアプラン作成件数を最大で見積もら

ざるを得ないことによる不用額となります。 

 次に、同項３目高額介護予防サービス費相当事

業費は、支出済額３８万１,７９６円で、総合事

業対象者の医療と介護の自己負担が一定額を超え

た場合に支給されます。 

 次に、３款４項１目一般介護予防事業費につい

ては、支出済額２億３,７７８万３,７０８円で、

主な支出は、介護予防地域支援業務嘱託員２名分

の報酬及び職員５名分の給与費等のほか、社会福

祉協議会の地域づくり事業業務委託や介護予防総

合通所型事業など介護予防事業になります。 

 不用額の大きなものにつきましては、１３節委

託料は、１９の事業所に委託している認定事業や

地域づくり事業業務委託の実績に基づく不用額と
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なります。 

 次に、同款５項１目診察支払い手数料について

は、支出済額８６万３,５４８円で、国保連合会

に支払う総合事業対象者分の手数料になります。 

 次に、３５７ページを御覧ください。 

 ４款１項１目介護給付費準備基金積立金につい

ては、支出済額５,９２８万８,０００円で基金積

立てを行ったものでございます。 

 ６款１項償還金及び還付加算金については、支

出済額１億４,５３８万３,１６０円で、１目第

１号被保険者保険料還付金は、第１号の介護保険

料の介護保険料の過誤納付に係る還付金で、不用

額は実績に基づくものです。 

 ２目償還金につきましては、介護保険給付費確

定などに伴う国県への返納金でございますが、不

用額につきましては、国の地域支援事業に係る交

付金を返納予定で予算措置をいたしましたけれど

も、令和２年３月２５日付で国から別途交付され

る地方税交付金と返納予定の地域支援事業交付金

が相殺されるという旨の通知が来たことに伴い、

減額補正が間に合わず不用額となったものでござ

います。 

 次に、歳入について御説明いたしますので、

３４５ページをお開きください。 

 １款１項介護保険料は、６５歳以上の第１号被

保険者の保険料になります。令和元年度の保険料

徴収率は、年金天引きによる１節特別徴収につい

ては１００％ですが、３節普通徴収に係る収納率

は８６.５％で、前年度と比較しまして１.１％の

増となっております。 

 ４節普通徴収の滞納繰越分につきましては、収

納率が１１.１％で、前年度と比較し２.４％の減

となっております。また１,３０６万３,６８０円

を不納欠損として処理をしております。 

 次に、３款１項２目督促手数料は、収納率

１８.９％で１２万７,８００円を不納欠損処理し

ております。 

 なお、介護保険料の滞納整理に対する取組とし

ましては、電話催告や自宅訪問等により介護サー

ビス受給時の給付制限や保険給付の一時差止めな

ど、介護保険の制度を詳しく説明を行い、制度理

解に努めるとともに、分納誓約による納付履行を

図っていくこととしております。 

 次に、４款国庫支出金は、負担率及び補助率は、

１項１目介護給付費負担金と２項１目調整交付金

は、法定で居宅の場合２５％、施設の場合２０％、

同項４目地域支援事業交付金は、３節包括的支援

事業が３８.５％、６節介護予防日常生活支援総

合事業が２５％となっております。 

 また、５目保険者機能強化推進交付金は、平成

３０年度から新設された交付金で、介護予防や認

知症予防等に関する取組を点数化し、第１号被保

険者数に乗じて交付されるものでございます。 

 次に、５款支払基金交付金は、１項１目介護給

付費交付金と同項２目地域支援事業支援交付金が

あり、第２号被保険者の負担分として、社会保険

診療報酬支払基金から交付されるもので、負担率

はともに２７％でございます。 

 次に、３４７ページをお開きください。 

 ６款県支出金は、負担率及び補助率は、１項

１目介護給付費負担金では、居宅１２.５％、施

設１７.５％、３項１目地域支援事業交付金では、

３節包括的支援事業任意事業が１９.２５％、

７節介護予防日常生活支援総合事業が１２.５％

となっております。 

 次に、７款１項１目利子及び配当金は、介護給

付費準備基金の収入となります。 

 次に、９款繰入金は、１項１目一般会計繰入金

は、市の法定負担分を一般会計から繰り入れるも

ので、負担率は、１節介護給付費分については、

居宅及び施設ともに１２.５％、４節地域支援事

業の介護予防分が１２.５％、５節包括的支援事

業が１９.２５％及び７節低所得者保険料軽減分

は、軽減に係る国県市それぞれの負担分を合計し

た額を繰り入れております。 

 次に、１０款繰越金は、前年度からの繰越金と

なります。 

 次に、１２款諸収入は、主なものは、次の

３４９ページになりますけれども、４項３目雑入

の備考欄に記載の地域包括支援システム負担金に

なります。 

 次に、３５９ページをお開きください。 

 実質収支に関する調書ですが、歳入総額

１０７億９,９０７万９,０００円に対しまして、

歳出総額１０６億２,９４５万２,０００円、歳入

歳出差引額は１億６,９６２万６,０００円となり、

翌年度へ繰り越すべき財源はないことから、実質

収支額は千円未満切捨ての１億６ ,９６２万
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６,０００円となりますけれども、国県等への返

納金が６,９０８万９,１０２円と予定しているこ

とから、実質的には１億５３万７,３３２円が令

和２年度の財源となります。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

○委員（成川幸太郎）先ほどもだったんです

けど、やはり収入未済額が非常に多いなという気

がします。先ほど電話やら何やら催促、そこはさ

れているということだったので、監査報告の中に

もありましたけれども、法的手段に訴えられたと

いうものはこの中にあるんですか。 

○高齢・介護福祉課長（中俣賢一郎）法的手

段に訴えたということはなくても、訪問して御説

明をさせていただいて、なるべく納めていただく

ように、どうしても介護が必要になったとき給付

制限というのが出てくるものですから、その辺の

ことも説明して、御理解いただけるように努力し

ているところでございます。 

○委員（成川幸太郎）いろんな人が高齢者、

介護の、この人たちは高齢者だと思うんですけれ

ども、ただ、本当に生活が苦しい方なのか、財産

は結構あっているとかいうのは見ながら、より収

入未済額については監査のほうからもそういった

法的手段も併せながらしていかないと、どんどん

増えていって、不納欠損にまたもっていかざるを

得ないというのが増えるのはおかしいんで、ちょ

っとやっぱりあまりにも長期にわたってひどい人

はそういうことも考えることも必要じゃないかと

思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○高齢・介護福祉課長（中俣賢一郎）介護保

険の時効が２年という短い時間でありますのでな

かなか、当然、分納誓約とかしていただければ時

効中断ということで伸びるんですけれども、何も

手だてがない方につきましては、どうしても時効

が２年ということで、不納欠損せざるを得ない状

況も出てくるのは仕方ないのかなというふうには

考えております。 

○委員（成川幸太郎）時効の２年というのは

時効中断はそれしかないんですか。普通の民法上

の債権は、途中でやはり催促をしていたら延びる

じゃないですか。こういうのに対しては、その

２年っていうのは、そういう督促をしてそれから

また２年とか、民法上の債権はそんなふうに延び

ていくじゃないですか。 

○高齢・介護福祉課長（中俣賢一郎）以前私

が税務課にいたときにも、その対応でしていたん

ですけれども、税務署のほうから催告だけでは時

効中断に当たらない、本人が文書がないとという

ことなので、督促状を出すだけでは時効中断に当

たらないということなので、どうしても本人から

分納で納付しますよとか、一部納付とかという形

を取らないと時効中断に当たらないということな

ので。 

○委員長（中島由美子）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め

ます。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、本決算は認定すべきものと決定しま

した。 

 以上で、高齢・介護福祉課の審査を終わります。 

────────────── 

△保護課の審査 

○委員長（中島由美子）次は、保護課の審査

に入ります。 

────────────── 

△議案第１２３号 決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出

決算） 

○委員長（中島由美子）審査を一時中止して

おりました議案第１２３号決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算）

を議題といたします。 

 初めに、決算の概要について、部長の説明を求

めます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）保護課の令和

元年度の主要施策の成果につきまして、概要を御

説明いたします。 
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 決算附属書の８６ページをお願いいたします。 

 保護課の令和元年度決算額でございますが、

１７億７,５２２万５,０４４円となりました。 

 主な取組でございますが、１、生活保護制度で

は、生活困窮者に対して必要な保護を行うととも

に、就労意欲の喚起など経済的自立への支援を実

施いたしております。なお、保護の状況、保護率

等については記載のとおりですので、よろしくお

願いいたします。 

 次に、２、行旅病人等取扱事務につきましては、

行旅病人及び行旅死亡人取扱法に基づいて対応を

行うものですけれども、令和元年度は実績はござ

いませんでした。 

○委員長（中島由美子）引き続き、当局の補

足説明を求めます。 

○保護課長（新川皇祐）決算書の１０９ペー

ジをお開きください。 

 事項、行旅病人等取扱事務費、執行額ゼロ円で

ございますが、これは、行旅死亡人に係る葬儀委

託料及び行旅病人に係る医療費等を計上していま

したが、令和元年度にこれらの事案が発生しなか

ったため執行がなかったものです。未執行額は

１０１万８,０００円であります。 

 次に、決算書１２５ページをお開きください。 

 ３款４項１目生活保護総務費の支出額は、３億

２,６５１万３,６９１円であります。 

 備考欄で主なものを御説明申し上げます。事項、

生活保護管理運営費は、嘱託員２人分及び生活保

護高齢者世帯等支援員２人分の報酬、保護課職員

１６人分の給与費、医療扶助、レセプト管理クラ

ウドシステムの保守業務委託ほか３件の委託、平

成３０年度生活保護費と国庫負担金の実績額確定

による差額分の国庫支出金と精算返納金などが主

なものであります。 

 次に、事項、生活保護適正実施推進事業費では、

生活保護の適正な運営を確保するために、生活保

護面接相談員など６人分の報酬及び社会保険料な

どが主なものであります。 

 次に、事項、被保護者就労支援事業費の主なも

のは、被保護者の就労を支援し、自立を助長する

ための就労支援員一人分の嘱託員報酬及び社会保

険料などであります。主要施策の成果にもありま

すが、これにより就労を開始して収入が安定した

１２世帯が保護廃止となっております。 

 次に、３款４項２目扶助費の支出額は、１４億

４,８７１万１,３４８円であります。 

 備考欄を御覧ください。生活扶助以下１１種の

扶助費を支出しておりますが、御覧のとおり支出

の状況として医療扶助費が突出しており、次いで

生活扶助費、住宅扶助費が多額を占めております。 

 続きまして、歳入について御説明申し上げます。 

 決算書の２９ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金、保護課分は

３１ページをお開きください。 

 ４節生活保護費負担金、収入済額１２億

６,０７６万１,８４４円は、被保護者就労支援事

業に要した費用の４分の３を被保護者就労支援事

業費負担金として、次の生活保護費負担金（過年

度分）は、平成３０年度生活保護費国庫負担金の

確定に伴い、扶助費のうち介護扶助が精算不足で

あったことから、国庫負担金の追加交付分を令和

元年度に受け入れたものであります。 

 次の生活保護費負担金は、生活保護費として支

出した費用の４分の３を国から受け入れたもので

あります。 

 次に、同ページ、１５款２項２目民生費補助金、

保護課分は３３ページになります。 

 ４節生活保護費補助金、収入済額１,１０７万

７,０００円は、生活保護面接相談員など６人分

の嘱託員の雇用に要する経費について補助金を受

け入れたものであります。 

 次に、３７ページをお開きください。 

 １６款１項１目民生費負担金４節生活保護費負

担金の収入済額３,６２２万９,８９９円は、居住

地や帰来場所がない者、例えば長期入院等による

被保護者分について、市が支弁した保護費、保護

施設事務費等の４分の１に相当する分について、

県負担金を受け入れたものであります。 

 次に、５９ページをお開きください。 

 ２１款５項４目１節雑入の保護課分は、

６５ページをお開きください。 

 備考欄の米印、上から二つ目、生活保護返納金

であります。生活保護返納金（滞納分）は、過年

度分の保護費返納金で、その下、生活保護返納金

は、現年度分の保護費の返納金、その下、生活保

護徴収金は、現年度分の生活保護法第７８条に規

定する生活保護費の不正受給と判断した分の返還

金であります。 
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 不納欠損額は７件、８８万６,４６３円であり

ます。７件のうち３件は同一人物で、いずれも被

保護者死亡により徴収不能となり、５年の時効を

経過したものであります。収入未済額は１２９件、

２,３４４万２,９２３円であります。これらは、

保護費の返還金でありますが、徴収については組

織的に取り組んでいるところでありますが、生活

困窮者であり、返還に当たり余裕のない生活費か

ら徴収することから厳しい状況であります。今後

も鋭意努力を続けていく考えです。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑はないと認めま

す。 

 以上で、保護課の審査を終わります。 

────────────── 

△子育て支援課の審査 

○委員長（中島由美子）次は、子育て支援課

の審査に入ります。 

 初めに、決算の概要について部長の説明を求め

ます。 

○市民福祉部長（小柳津賢一）子育て支援課

の令和元年度の主要施策の成果につきまして概要

を御説明いたします。 

 決算附属書の８７ページをお願いいたします。 

 子育て支援課の令和元年度決算額は、８０億

９,８２８万３,１３２円となりました。 

 主な取組でございますが、１番、子育てと仕事

が両立できる環境づくりといたしまして、延長保

育や一時預かり事業のほか、ファミリーサポート

センター事業、育児リフレッシュ事業等を行いま

した。また、児童福祉施設整備事業により、認定

こども園の整備を実施をいたしております。 

 次に、８９ページをお願いいたします。 

 ２、生活を支える子育て支援の充実では、児童

手当や児童扶養手当の支給等を行っております。 

 ９０ページをお願いいたします。 

 児童クラブの拡充では、放課後児童クラブへの

各種助成を行っております。 

 ９１ページでございます。 

 ４、特定教育施設、地域型保育事業の運営では、

市内の認定こども園、私立保育所、地域型保育事

業所、僻地保育所等におきまして乳幼児の保育を

行っております。また、令和元年１０月から令和

２年３月までの暫定的な措置といたしまして、幼

児教育・保育の無償化の導入に伴う副食費の負担

軽減のための助成を実施いたしております。 

 次に、９３ページでお願いいたします。 

 ５、ひとり親家庭等の生活の安定と向上では、

ひとり親家庭等への医療費助成や母子家庭の自立

促進のための能力開発や資格取得への支援を行っ

ております。 

 ６、子どもの健康と福祉の充実では、高校修了

年齢までの子どもの医療費の全額助成を行ってお

ります。 

 ７、就園援助体制等の充実につきましては、国

の幼稚園就園奨励事業に基づきまして、保育料等

の減免措置を行うため私立幼稚園へ助成を行うも

のですが、令和元年度は対象となる施設がありま

せんでした。なお、令和元年１０月からの幼児教

育・保育の無償化の導入に伴いまして、同事業は

昨年９月をもって終了となっております。 

○委員長（中島由美子）引き続き、当局の補

足説明を求めます。 

○子育て支援課長（遠矢一星）決算書の

１１９ページをお開きください。 

 ３款３項１目児童福祉総務費のうち、本課分は、

支出済額９億７,３８６万４,４００円、なお、新

型コロナウイルス関連補助金等４,５５０万円を

令和２年度へ繰り越しております。 

 右側、備考欄を御覧ください。主なものは、事

項、児童福祉管理運営費では、行政事務嘱託員

３人、ファミリーサポートセンター業務嘱託員一

人、子ども子育て支援会議委員報酬１４人分と職

員１３人分の人件費、地域子育て支援センターや

病児保育事業等の委託、また、一時預かりや次の

１２１ページになりますが、障害児保育事業等の

各種補助金になり、国庫支出金等精算返納金は、

平成３０年度分子ども子育て支援交付金事業の精

算確定によるものです。 

 次に、事項、児童福祉施設整備費では、平成

３０年度から繰り越した、みくにキッズ保育園、

令和元年度に新設した川内すわＳＥＣＯＮＤなど、

保育所等の新設・増改築に係る補助で、この新増

改築で定員が１号から３号まで合わせまして

２２５人の増となり、待機児童の減少に寄与した
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ところです。 

 次の事項、女性家庭児童相談費は、障害・社会

福祉課所管です。 

 次の事項、幼稚園就園奨励事業費は、公立・私

立幼稚園の保護者間の格差解消を図るため、世帯

の所得の状況により私立幼稚園の保育料等を軽減

するものになりますが、先ほどの説明と同様にな

りますが、令和元年度は対象施設がなく、また、

令和元年１０月より開始された幼児教育・保育の

無償化に伴い、本事業は同年９月をもって終了し

ており執行はございませんでした。 

 次の事項、利用者支援事業費では、保護者等が

教育・保育施設等を円滑に利用できるようサポー

トするもので、利用者支援事業業務嘱託員２名を

配置しております。 

 次の事項、保育対策総合支援事業費は、保育所

等における事故防止等、ＩＣＴ化等への取組に係

る業務効率化推進事業補助金と保育士の負担軽減

を図るため、保育士資格を有しない者を配置した

保育所等への保育体制強化事業補助金になります。 

 次に、２目児童措置費は、支出済額１６億

４,９９３万８,００１円で、児童手当になります。 

 次に、１２３ページをお開きください。 

 ３目児童館費は、支出済額３億３,９２２万

８,０００円、３６か所の放課後児童クラブへの

運営補助金や新規開設等に係る施設整備補助金と

各種補助金になりますが、令和元年度は新型コロ

ナウイルス感染拡大防止のため、小学校が休業と

なった本年３月３日から３月２５日までの間の臨

時開設に係る運営費補助金も含まれております。 

 次に、４目保育園費は、支出済額４０億

５,９６９万６,０４４円、主な内容は、事項、保

育所運営費で、行政事務嘱託員二人及び下甑保育

所の保育士業務嘱託員３人に係る人件費、保育の

無償化に伴うシステム改修業務委託や里保育園の

指定管理委託、令和元年１０月から幼児教育、保

育の無償化に伴い、保護者の実費負担となった副

食費の負担軽減として、１０月から３月までの経

過措置として実施した未就学児多子世帯実費負担

金軽減事業に係る補助金、扶助費として保育園・

認定こども園及び地域型保育所の運営費、並びに

保育の無償化に合わせて預かり保育や認可外保育

施設利用についても上限額の範囲外で無償化の対

象となったことに伴う施設等利用給付費になりま

す。 

 また、過年度分保育料還付金は、過年度分の修

正申告に伴う還付１件になります。 

 次に、５目母子福祉費のうち本課分は、支出済

額７億１,４０１万１,２６０円、主な内容は、事

項、母子福祉対策事業費は、ひとり親家庭医療費

助成及び母子家庭自立支援給付金の扶助費等であ

り、事項、児童扶養手当福祉費は、制度改正に伴

うシステム改修委託や扶助費のほか、令和元年度

は税制改正に伴う未婚の児童扶養手当受給者を対

象とした臨時特別給付金を支出しております。 

 なお、両事項ともに記載の国庫支出金と精算返

納金は、平成３０年度分の事業費確定に伴う精算

分になります。 

 次に、１２７ページをお開きください。 

 ４款１項１目保健衛生総務費のうち、本課分は、

備考欄に記載の一つ目の事項、子ども医療助成費

で、支出済額３億６,１５４万５,４２７円、主な

内容は、医療費助成の扶助費になります。 

 次に、別冊の５０万円以上の節間流用一覧を御

準備ください。 

 本課分は、７番になりますが、下甑保育園敷地

の側溝蓋について、児童の安全確保のため早期に

対応する必要が生じたため、記載のとおり８５万

４,０００円を予算流用し、即決で執行したもの

になります。 

 続きまして、歳入について御説明いたしますの

で、決算書の１５ページをお開きください。 

 １３款２項１目民生費負担金３節児童福祉費負

担金は、備考欄に記載の保育所等の保護者負担金

が 主 な も の で す 。 な お 、 不 納 欠 損 ３ ３ 万

１,８５０円は保育料滞納分で、平成１２年度か

ら平成２５年度までの間の４人分、消滅時効によ

り処理したもので、収入未済は保育料及び子育て

支援短期利用負担金で、現年度分及び過年度分、

合計８２９万８,７８０円となっております。 

 収納対策としましては、各保育園の園長に依頼

し、督促状の配付をお願いしているほか、児童手

当を窓口払いとし、直接面談を行う中で納入を促

しており、実績としましては、対前年度の収入未

済額より１２６万４３０円減少しているところで

す。 

 次に、２７ページをお開きください。 

 １４款２項２目民生手数料１節民生手数料で、
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本課分は、備考欄に記載の児童手当受給証明手数

料になります。 

 次の２節督促手数料は、保育料の督促手数料で、

不納欠損は平成１８年度と平成２５年度の２人分、

収入未済が５万３,６００円です。 

 次に、２９ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金３節児童福祉費負

担金のうち、本課分は、備考欄の下段に記載の児

童扶養手当負担金や次の３１ページになりますが、

児童手当交付金、保育所運営等に係る子どものた

めの教育・保育給付費負担金など５件になります。 

 次に、３３ページをお開きください。 

 １５款２項２目民生費補助金３節児童福祉費補

助金の主なものは、保育所等整備交付金、放課後

児童クラブや延長保育等１３事業に係る子ども子

育て支援交付金等７件になります。 

 なお、収入未済額は、本年３月議会の最終日に

全額国庫負担である新型コロナウイルス感染拡大

防止対策事業として、児童福祉施設等の感染拡大

防止に係る資材購入に補助する事業費を歳入歳出

措置しましたが、事業を令和２年度へ繰り越した

ことによるものになります。 

 次に、３５ページをお開きください。 

 １５款２項８目教育費補助金３節幼稚園費補助

金は、先ほど歳出で説明しました執行のなかった

幼稚園就園奨励事業費に係るもので、歳入もござ

いませんでした。 

 次に、３７ページをお開きください。 

 １６款１項１目民生費負担金３節児童福祉費負

担金のうち、本課分は、備考欄に記載の保育所運

営費及び児童手当等に係るものなど４件になりま

す。 

 次に、３９ページをお開きください。 

 １６款２項２目民生費補助金３節児童福祉費補

助金のうち、本課分の主なものは、次の４１ペー

ジにまたがっておりますが、認定こども園運営費

の一部補助に係る子どものための教育・保育給付

費地方単独補助金や放課後児童クラブなど、地域

子育て支援１３事業に係る地域子ども・子育て支

援事業費補助金など６件になります。 

 次に、１６款２項３目衛生費補助金１節保健衛

生費補助金のうち、本課分は、備考欄の下のほう

に記載の乳幼児医療費補助金になります。 

 次に、４７ページをお開きください。 

 ページの一番下になりますが、１６款３項２目

民生費委託金２節児童福祉費委託金は、地域児童

福祉事業等調査費委託に係るもので、保育所等に

依頼した統計調査に係る謝金的なものになります。 

 次に、５１ページをお開きください。 

 １７款１項１目１節財産貸付収入のうち、本課

分は、備考欄の上から１１行目に記載の貸地料で、

本年４月から市有地を活用して開所した認定こど

も園川内すわこども園ＳＥＣＯＮＤへの土地貸付

料になります。 

 次に、６５ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入のうち、本課分は、備考欄

の中段あたりに記載してありますが、児童扶養手

当返納金など７件になります。 

○委員長（中島由美子）ただいま当局の説明

がありましたので、これより質疑を行います。御

質疑願います。 

○委員（成川幸太郎）８７ページの保育対策

事業の中で、延長保育とか一時預かり保育とかっ

てあったんですが、これ以前ちょっとお聞きして、

休日保育をやっているところが２か所ほどあるよ

うなことだったんですけれど、休日保育をやって

いるっていうのは、この中には入っていないです

か。 

○子育て支援課長（遠矢一星）保育グループ

長からお答えさせていただきます。 

○保育グループ長（春成俊和）この中で休日

保育を行っている施設につきましては、水引保育

園とのびのびっこ保育園になっておりますが、補

助金の活用はいたしておりません。 

○委員長（中島由美子）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）質疑は尽きたと認め

ます。 

 以上で、議案第１２３号決算の認定について

（令和元年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算）

のうち、本委員会付託分の質疑は全て終了いたし

ましたので、これより討論、採決を行います。討

論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）討論はないと認めま

す。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認

めることに御異議ありませんか。 
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［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、本決算は認定すべきものと決定しま

した。 

 以上で、子育て支援課の審査を終わります。 

────────────── 

△委員会報告書の取扱い 

○委員長（中島由美子）以上で、日程の全て

を終わりましたが、委員会報告書の取りまとめに

ついては、委員長に一任いただくことに御異議あ

りませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（中島由美子）御異議なしと認めま

す。よって、そのように取り扱います。 

────────────── 

△閉  会 

○委員長（中島由美子）以上で、生活福祉委

員会を閉会いたします。 
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